
平成二十二年財務省令第二十二号

租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則

租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平成二十二年法律第八号）第二条第一項第七号及び第八号並びに第十一条の規定に基

づき、租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則を次のように定める。

（定義）

第一条　この省令において「法人税関係特別措置」、「法人税申告書」、「事業年度」、「適用額」、「適用額明細書」又は「適用実態調査」と

は、それぞれ租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（以下「法」という。）第二条第一項第二号又は第四号から第八号までに

規定する法人税関係特別措置、法人税申告書、事業年度、適用額、適用額明細書又は適用実態調査をいう。

（適用額）

第二条　法第二条第一項第六号に規定する財務省令で定める金額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額とする。

一　租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号。以下「措置法」という。）第四十二条の三の二第一項又は第二項の規定　これらの

規定の適用を受ける事業年度の所得の金額のうち年八百万円（当該事業年度が一年に満たない場合には、八百万円を十二で除し、これ

に当該事業年度の月数を乗じて計算した金額）以下（次に掲げる法人にあっては、それぞれ次に定める金額以下）の金額

イ　法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第六十六条第六項に規定する中小通算法人（ハに掲げる法人を除く。）　同条第七項に規定

する軽減対象所得金額

ロ　措置法第四十二条の三の二第三項第二号に規定する協同組合等　同号の規定により読み替えられた同条第一項の表の第三号の第四

欄又は措置法第六十八条第一項（措置法第四十二条の三の二第三項第二号の規定により読み替えられた同条第二項の規定により読み

替えて適用する場合に限る。）の規定により読み替えられた法人税法第六十六条第三項に規定する軽減対象所得金額

ハ　措置法第四十二条の三の二第三項第四号に規定する法人　同号の規定により読み替えられた同条第一項の表の第四号の第四欄に規

定する軽減対象所得金額

二　措置法第四十二条の四第一項、第四項、第七項又は第十三項（同条第十八項において準用する場合を含む。）の規定　これらの規定

により各事業年度の所得に対する調整前法人税額（同条第十九項第二号に規定する調整前法人税額をいう。以下この条において同じ。）

から控除される金額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人

税額超過額を構成することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

三　措置法第四十二条の六第一項から第三項までの規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の六第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の六第二項又は第三項の規定　これらの規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金

額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構

成することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

四　措置法第四十二条の九第一項又は第二項の規定　これらの規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額

（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成す

ることとされた部分に相当する金額を控除した金額）

五　措置法第四十二条の十第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十第二項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額（措置法第

四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成することと

された部分に相当する金額を控除した金額）

六　措置法第四十二条の十一第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十一第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十一第二項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額（措置法

第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成すること

とされた部分に相当する金額を控除した金額）

七　措置法第四十二条の十一の二第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十一の二第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十一の二第二項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額（措

置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成する

こととされた部分に相当する金額を控除した金額）

八　措置法第四十二条の十一の三第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十一の三第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十一の三第二項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額（措

置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成する

こととされた部分に相当する金額を控除した金額）

九　措置法第四十二条の十二第一項又は第二項の規定　これらの規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金

額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成

することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

十　措置法第四十二条の十二の二第一項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額（措置

法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成すること

とされた部分に相当する金額を控除した金額）

十一　措置法第四十二条の十二の四第一項から第三項までの規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十二の四第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十二の四第二項又は第三項の規定　これらの規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除さ

れる金額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過

額を構成することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

十二　措置法第四十二条の十二の五第一項から第四項までの規定　これらの規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控

除される金額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超

過額を構成することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

十三　措置法第四十二条の十二の六第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額
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イ　措置法第四十二条の十二の六第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十二の六第二項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から控除される金額（措

置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する調整前法人税額超過額を構成する

こととされた部分に相当する金額を控除した金額）

十四　措置法第四十二条の十二の七第一項から第八項まで、第十項又は第十一項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十二の七第一項から第三項までの規定　これらの規定に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十二の七第四項から第八項まで、第十項又は第十一項の規定　これらの規定により各事業年度の所得に対する

調整前法人税額から控除される金額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規

定する調整前法人税額超過額を構成することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

十五　措置法第四十三条第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

十六　措置法第四十三条の二第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

十七　措置法第四十四条第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

十八　措置法第四十四条の二第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

十九　措置法第四十四条の三第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

二十　措置法第四十四条の四第一項又は第二項の規定　これらの規定に規定する特別償却限度額

二十一　措置法第四十四条の五第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

二十二　措置法第四十五条第一項から第三項までの規定　これらの規定に規定する特別償却限度額

二十三　措置法第四十五条の二第一項から第三項までの規定　これらの規定に規定する特別償却限度額

二十四　措置法第四十六条第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

二十五　所得税法等の一部を改正する法律（平成三十一年法律第六号。以下この条及び第四条において「平成三十一年改正法」という。）

附則第五十二条第五項の規定によりなおその効力を有するものとされる平成三十一年改正法第十一条の規定による改正前の租税特別措

置法（第二十八号イ及び第四条において「平成三十一年旧措置法」という。）第四十七条の二第一項の規定（同条第三項第二号に係る

部分を除く。）　同条第一項に規定する特別償却限度額

二十六　措置法第四十七条第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

二十七　措置法第四十八条第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

二十八　措置法第五十二条の二第一項又は第四項の規定　これらの規定に規定する普通償却限度額として政令で定める金額に加算された

次に掲げる規定に係る同条第一項又は第四項に規定する特別償却不足額又は合併等特別償却不足額

イ　平成三十一年改正法附則第五十二条第五項の規定によりなおその効力を有するものとされる平成三十一年旧措置法第四十七条の二

第一項の規定（同条第三項第二号に係る部分を除く。）

ロ　措置法第四十二条の六第一項、第四十二条の十第一項、第四十二条の十一第一項、第四十二条の十一の二第一項、第四十二条の十

一の三第一項、第四十二条の十二の四第一項、第四十二条の十二の六第一項、第四十二条の十二の七第一項から第三項まで又は第四

十三条から第四十八条までの規定

二十九　措置法第五十二条の三第一項から第三項まで、第十一項又は第十二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第五十二条の三第一項又は第十一項の規定　前号イ又はロに掲げる規定に係る同条第一項又は第十一項に規定する特別償却

限度額

ロ　措置法第五十二条の三第二項又は第十二項の規定　前号イ又はロに掲げる規定に係る同条第二項又は第十二項に規定する特別償却

限度額に満たない金額

ハ　措置法第五十二条の三第三項の規定　前号イ又はロに掲げる規定に係る同項に規定する合併等特別償却準備金積立不足額

三十　措置法第五十五条第一項又は第八項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

三十一　措置法第五十六条第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

三十二　措置法第五十七条の四第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

三十三　措置法第五十七条の五第一項又は第十二項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

三十四　措置法第五十七条の六第一項又は第八項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

三十五　措置法第五十七条の七第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

三十六　措置法第五十七条の七の二第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

三十七　措置法第五十七条の八第一項又は第九項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

三十八　措置法第五十八条第一項、第二項又は第八項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

三十九　措置法第五十九条第一項又は第二項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

四十　措置法第五十九条の二第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

四十一　措置法第六十条第一項又は第二項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

四十二　措置法第六十一条第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

四十三　措置法第六十一条の二第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

四十四　措置法第六十一条の三第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

四十五　措置法第六十四条第一項又は第九項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

四十六　措置法第六十四条の二第一項、第二項、第七項又は第八項の規定　同条第一項若しくは第二項の規定により損金の額に算入され

る金額、同条第七項において準用する措置法第六十四条第一項の規定により損金の額に算入される金額又は措置法第六十四条の二第八

項において準用する措置法第六十四条第九項の規定により損金の額に算入される金額

四十七　措置法第六十五条第一項、第三項、第五項又は第十項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第六十五条第一項又は第五項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

ロ　措置法第六十五条第三項の規定　同項において準用する次に掲げる規定により損金の額に算入される金額

（１）　措置法第六十四条第一項又は第九項の規定

（２）　措置法第六十四条の二第一項又は第二項の規定

（３）　措置法第六十四条の二第七項において準用する措置法第六十四条第一項の規定

（４）　措置法第六十四条の二第八項において準用する措置法第六十四条第九項の規定

ハ　措置法第六十五条第十項の規定　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める金額

（１）　措置法第六十五条第十項第一号に掲げる場合　同項に規定する適用譲渡損益調整資産に係る譲渡利益額（同項に規定する譲渡

利益額をいい、当該譲渡利益額に係る法人税法施行令（昭和四十年政令第九十七号）第百二十二条の十二第五項に規定する調整済
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額がある場合には、当該調整済額を控除した金額とする。（２）において同じ。）から措置法第六十五条第十項第一号に規定する計

算した金額を控除した金額

（２）　措置法第六十五条第十項第二号に掲げる場合　同項に規定する適用譲渡損益調整資産に係る譲渡利益額

四十八　措置法第六十五条の二第一項、第二項若しくは第七項又は租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）第三十九条の

三第六項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

四十九　措置法第六十五条の三第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

五十　措置法第六十五条の四第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

五十一　措置法第六十五条の五第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

五十二　措置法第六十五条の五の二第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

五十三　措置法第六十五条の七第一項又は第九項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

五十四　所得税法等の一部を改正する等の法律（平成二十九年法律第四号）附則第六十九条第十二項の規定によりなおその効力を有する

ものとされる同法第十二条の規定による改正前の租税特別措置法（以下この条及び第四条第二項第一号において「平成二十九年旧効力

措置法」という。）第六十五条の八第七項又は第八項の規定　同条第七項において準用する平成二十九年旧効力措置法第六十五条の七

第一項の規定により損金の額に算入される金額又は平成二十九年旧効力措置法第六十五条の八第八項において準用する平成二十九年旧

効力措置法第六十五条の七第九項の規定により損金の額に算入される金額

五十五　措置法第六十五条の八第一項、第二項、第七項又は第八項の規定　同条第一項若しくは第二項の規定により損金の額に算入され

る金額、同条第七項において準用する措置法第六十五条の七第一項の規定により損金の額に算入される金額又は措置法第六十五条の八

第八項において準用する措置法第六十五条の七第九項の規定により損金の額に算入される金額

五十六　平成二十九年旧効力措置法第六十五条の九の規定　同条に規定する交換をした場合における平成二十九年旧効力措置法第六十五

条の八の規定により損金の額に算入される金額

五十七　措置法第六十五条の九の規定　同条に規定する交換をした場合における措置法第六十五条の七又は第六十五条の八の規定により

損金の額に算入される金額

五十八　措置法第六十五条の十第一項又は第四項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

五十九　措置法第六十六条第一項又は第四項の規定　これらの規定により損金の額に算入される金額

六十　措置法第六十六条の十第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

六十一　措置法第六十六条の十一第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

六十二　措置法第六十六条の十一の二第一項の規定　同項の規定の適用を受ける同項に規定する特定業績連動給与の額

六十三　措置法第六十六条の十一の三第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第六十六条の十一の三第一項の規定　同項に規定する認定特定非営利活動法人である法人の同項の規定により読み替えて適

用する法人税法第三十七条第五項の規定によりその収益事業（同法第二条第十三号に規定する収益事業をいう。）に係る寄附金の額

とみなされた金額

ロ　措置法第六十六条の十一の三第二項の規定　法人（法人税法第二条第八号に規定する人格のない社団等及び同条第二十九号の二に

規定する法人課税信託の受託者である個人を含む。以下同じ。）が支出した同項の規定により読み替えられた法人税法第三十七条第

四項に規定する特定非営利活動に係る事業に関連する寄附金の額

六十四　措置法第六十六条の十一の四第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第六十六条の十一の四第一項の規定　同項の規定により読み替えて適用する法人税法第五十七条第一項の規定により損金の

額に算入される金額から当該金額のうち各事業年度開始の日前十年以内に開始した事業年度において生じた同項に規定する欠損金額

に相当する金額を控除した金額

ロ　措置法第六十六条の十一の四第二項の規定　同項の規定により読み替えて適用する法人税法第五十七条第一項の規定により損金の

額に算入される金額

六十五　措置法第六十六条の十三第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

六十六　措置法第六十七条第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

六十七　措置法第六十七条の二第一項の規定　その事業年度の所得の金額

六十八　措置法第六十七条の三第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

六十九　措置法第六十七条の四第一項から第五項まで、第九項又は第十項の規定　同条第一項の規定により損金の額に算入される金額、

同条第二項（同条第九項において準用する場合を含む。）若しくは第三項（同条第十項において準用する場合を含む。）の規定により損

金の額に算入される金額又は同条第四項若しくは第五項の規定により損金の額に算入される金額

七十　措置法第六十七条の五第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

七十一　措置法第六十七条の六第一項の規定　同項の規定の適用を受ける同項に規定する特定株式投資信託の収益の分配の額

七十二　措置法第六十七条の七第一項の規定　同項の規定の適用を受ける同項に規定する特例非支配目的株式等に係る配当等の額

七十三　措置法第六十七条の十四第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

七十四　措置法第六十七条の十五第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

七十五　措置法第六十八条の三の二第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

七十六　措置法第六十八条の三の三第一項の規定　同項の規定により損金の額に算入される金額

（適用額明細書の記載事項等）

第三条　法第二条第一項第七号に規定する財務省令で定める事項は、同号の法人税申告書に係る次に掲げる事項とする。

一　その法人の名称、納税地及び法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法

律第二十七号）第二条第十五項に規定する法人番号をいう。）

二　その法人の事業年度の開始の日及び終了の日

三　その法人の行う事業の属する業種

四　その法人の事業年度終了の時における資本金の額又は出資金の額

五　その法人の事業年度の所得の金額又は法人税法第二条第十九号に規定する欠損金額

六　その法人の事業年度において適用を受ける法人税関係特別措置に関する次に掲げる事項

イ　措置法の条項

ロ　当該法人税関係特別措置の適用額

２　適用額明細書の様式は、別記様式のとおりとする。

３　国税庁長官は、前項の別記様式の様式について必要があるときは、所要の事項を付記すること又は一部の事項を削ることができる。
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（適用額明細書の提出義務の対象となる法人税関係特別措置）

第四条　租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行令（平成二十二年政令第六十七号。次項において「令」という。）第二条第

二号に規定する財務省令で定める規定は、次に掲げる規定とする。

一　平成三十一年改正法附則第五十二条第五項の規定によりなおその効力を有するものとされる平成三十一年旧措置法第四十七条の二第

一項（同条第三項第二号に係る部分に限る。）の規定

二　所得税法等の一部を改正する法律（令和二年法律第八号）附則第八十六条第四項の規定によりなおその効力を有するものとされる同

法第十五条の規定による改正前の租税特別措置法第四十七条第一項の規定

三　所得税法等の一部を改正する法律（令和三年法律第十一号）附則第五十条第八項の規定によりなおその効力を有するものとされる同

法第七条の規定による改正前の租税特別措置法第四十五条第二項の規定

四　所得税法等の一部を改正する法律（令和五年法律第三号）附則第四十二条第二項の規定によりなおその効力を有するものとされる同

法第十条の規定による改正前の租税特別措置法第四十三条の二第一項の規定

五　所得税法等の一部を改正する法律（令和六年法律第八号）附則第四十八条第一項又は第二項の規定によりなお従前の例によることと

される場合における同法第十三条の規定による改正前の租税特別措置法第四十五条第三項又は第四十六条第一項の規定

２　令第二条第十一号に規定する財務省令で定める規定は、次に掲げる規定とする。

一　平成二十九年旧効力措置法第六十五条の八（第九項、第十一項、第十二項、第十四項及び第十五項を除く。）又は第六十五条の九の

規定

二　平成三十一年改正法附則第五十二条第五項の規定によりなおその効力を有するものとされる平成三十一年旧措置法第四十七条の二第

一項（同条第三項第二号に係る部分を除く。）の規定

（適用実態調査の実施に関する細目）

第五条　適用実態調査（法第四条第一項の規定に基づき行うものに限る。）は、法人税関係特別措置ごとに、法第五条第一項第一号に規定

する適用者数又は適用総額について、四月一日から翌年三月三十一日までの間に終了する事業年度の法人税申告書に係る適用額明細書に

記載された事項を集計することにより行うものとする。

２　前項の場合において、その集計は、当該法人税関係特別措置の適用を受けた法人の業種別、資本金の額若しくは出資金の額の階級別若

しくは法人の所得の金額の階級別又はこれらを組み合わせた区分別に行うものとする。

（報告書の作成方法）

第六条　法第五条第一項に規定する適用実態調査の結果に関する報告書に記載すべき同項各号に掲げる事項（前条第一項に規定する適用実

態調査に係るものに限る。）は、前条の規定により集計された事項に基づくものとする。

２　法第五条第一項第二号の規定により順次その順位を付す場合において、法人の適用額が同額であるときは、これらの同額である適用額

につき同順位を付すものとする。この場合において、同号に規定する高額適用額は、その順位を付した適用額が十以上となるまでの適用

額に順位を付した場合の第一順位から当該十以上となる順位までに該当する各適用額（第一順位の適用額が十以上となるときは、当該第

一順位の適用額）とする。

３　法第五条第一項第二号に規定する高額適用額は、法人税関係特別措置ごとの同項第一号に規定する適用者数が十に満たない場合には、

第一順位から最も小さい適用額に付した順位までに該当する各適用額とする。

４　法第五条第一項に規定する適用実態調査の結果に関する報告書を作成する場合における同項第二号に掲げる事項については、法人税関

係特別措置ごとの高額適用額（同号に規定する高額適用額をいう。以下この項において同じ。）及び高額適用法人（高額適用額に該当す

る適用額が記載された適用額明細書を提出した法人をいう。以下この項において同じ。）の報告書用法人コード（法人ごとに、その名称

に代えて、当該法人を識別することができないようにするために付された番号、記号その他の符号をいう。以下この項において同じ。）

を記載するものとする。この場合において、当該高額適用法人が他の法人税関係特別措置の高額適用法人であるときは、当該他の法人税

関係特別措置の高額適用額には、同一の報告書用法人コードを記載する。

附　則

１　この省令は、平成二十二年四月一日から施行する。ただし、第五条の規定は、平成二十四年四月一日から施行する。

２　この省令の施行の日から平成二十二年九月三十日までの間における第二条の規定の適用については、同条第三十八号中「第五十七条の

十第三項」とあるのは「第五十七条の十第二項」と、同条第百十五号中「第六十八条の五十九第三項」とあるのは「第六十八条の五十九

第二項」とする。

附　則　（平成二二年四月一二日財務省令第三三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二三年六月三〇日財務省令第三八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第百二十七号の改正規定、同号を同条第百八十四号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百八十四号の次に一号を

加える部分に限る。）、同条第百十九号を同条第百七十号とし、同号の次に二号を加える改正規定（第百七十一号に係る部分に限る。）、

同条第八十四号を同条第百二十一号とし、同号の次に二号を加える改正規定（第百二十二号に係る部分に限る。）、同条第五十一号の改

正規定、同号を同条第七十四号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第七十四号の次に一号を加える部分に限る。）、同条第四

十二号を同条第五十九号とし、同号の次に二号を加える改正規定（第六十号に係る部分に限る。）、同条第七号を同条第八号とし、同号

の次に二号を加える改正規定（第九号に係る部分に限る。）、様式第一の記載要領第四号の表沖縄の特定中小企業者が経営革新設備等を

取得した場合の法人税額の特別控除の項の次に次のように加える改正規定（国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特

別償却の項及び国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）、同表沖縄の金融

業務特別地区における認定法人の所得の特別控除の項の次に次のように加える改正規定（国際戦略総合特別区域における指定特定事業

法人の課税の特例の項に係る部分に限る。）、同表特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除の項の改正規

定、様式第二の記載要領第四号の表沖縄の特定中小連結法人が経営革新設備等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の次に次のよ

うに加える改正規定（国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却の項及び国際戦略総合特別区域において機械等

を取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）、同表沖縄の金融業務特別地区における認定法人の連結所得の特別控除

の項の次に次のように加える改正規定（国際戦略総合特別区域における連結法人である指定特定事業法人の課税の特例の項に係る部分

に限る。）及び同表特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の連結所得の特別控除の項の改正規定　総合特別区域法（平

成二十三年法律第八十一号）の施行の日
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二　第二条第百十九号を同条第百七十号とし、同号の次に二号を加える改正規定（同条第百七十号の次に二号を加える部分（第百七十一

号に係る部分を除く。）に限る。）及び同条第四十二号を同条第五十九号とし、同号の次に二号を加える改正規定（同条第五十九号の次

に二号を加える部分（第六十号に係る部分を除く。）に限る。）　平成二十四年一月二十五日

三　第二条第九十八号の改正規定、同号を同条第百四十六号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百四十六号の次に一号を加

える部分に限る。）、同条第二十一号の改正規定、同号を同条第三十五号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第三十五号の次

に一号を加える部分に限る。）、様式第一の記載要領第四号の表高齢者向け優良賃貸住宅の割増償却の項の改正規定、同項の次に次のよ

うに加える改正規定、様式第二の記載要領第四号の表高齢者向け優良賃貸住宅の割増償却の項の改正規定及び同項の次に次のように加

える改正規定　高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成二十三年法律第三十二号）の施行の日

四　第二条第九十一号を同条第百三十三号とし、同号の次に四号を加える改正規定（第百三十五号に係る部分に限る。）、同条第十四号を

同条第二十二号とし、同号の次に四号を加える改正規定（第二十四号に係る部分に限る。）、様式第一の記載要領第四号の表新用途米穀

加工品等製造設備の特別償却の項の次に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表新用途米穀加工品等製造設備の

特別償却の項の次に次のように加える改正規定　電気通信基盤充実臨時措置法の一部を改正する法律（平成二十三年法律第五十九号）

の施行の日

（経過措置）

第二条　この省令の施行の日（以下「施行日」という。）から附則第一条第四号に定める日の前日までの間における改正後の租税特別措置

の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第二条の規定の適用については、同条第二十三号中「第四十四

条の四第一項」とあるのは「第四十四条の五第一項」と、同条第百三十四号中「第六十八条の二十五第一項」とあるのは「第六十八条の

二十六第一項」とする。

２　施行日から附則第一条第四号に定める日の前日までの間における新規則様式第一の適用については、同様式の記載要領第四号の表新用

途米穀加工品等製造設備の特別償却の項中「第４４条の４第１項」とあるのは、「第４４条の５第１項」とする。

３　施行日から附則第一条第一号に定める日の前日までの間における新規則様式第一の適用については、同様式の記載要領第四号の表特定

住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除の項中「法規別表十（六）」とあるのは、「法規別表十（八）」とする。

４　施行日から附則第一条第四号に定める日の前日までの間における新規則様式第二の適用については、同様式の記載要領第四号の表新用

途米穀加工品等製造設備の特別償却の項中「第６８条の２５第１項」とあるのは、「第６８条の２６第１項」とする。

附　則　（平成二三年一一月二二日財務省令第七八号）

１　この省令は、資本市場及び金融業の基盤強化のための金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成二十三年法律第四十九号）附則第

一条第二号に定める日（平成二十三年十一月二十四日）から施行する。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第二条の規定及び様式第一による適用額明細書は、法人のこの省令

の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告について

は、なお従前の例による。

附　則　（平成二四年一月二五日財務省令第九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、附則第三条の規定は、平成二十四年一月二十五日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに様式第一及び様式第二による適用額明細書は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する

人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省令の施行の日（以下第三項までにおいて「施行日」という。）以後に終了する事業年度に

係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の四に規定する連結法人をいう。以下この項及び第三項において同じ。）の施

行日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の施行日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結

法人の施行日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第一号、第二号、第六十一号、第六十二号、第百六号及び第百七号の規定並びに様式第一（記載要領第四号の表中小企業

者等の法人税率の特例の項、中小企業等の貸倒引当金の特例の項及び特定の医療法人の法人税率の特例の項に係る部分に限る。）による

適用額明細書は、法人の施行日以後に開始する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の施行日前に開始した事業年度に係る

法人税の申告については、なお従前の例による。

３　新規則第二条第百二十五号、第百二十六号、第百八十二号、第百八十三号、第二百二十八号及び第二百二十九号の規定並びに様式第二

（記載要領第四号の表中小企業者等である連結法人の法人税率の特例の項、中小連結法人等の貸倒引当金の特例の項及び特定の医療法人

である連結親法人の法人税率の特例の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、連結法人の連結親法人事業年度（法人税法第十五

条の二第一項に規定する連結親法人事業年度をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に開始する連結事業年度に係る法人税の

申告について適用し、連結法人の連結親法人事業年度が施行日前に開始した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例

による。

４　経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律（平成二十三年法律第百十四号。次項にお

いて「平成二十三年十二月改正法」という。）附則第六十三条第一項の規定の適用がある場合における新規則第二条の規定の適用につい

ては、同条第三号、第六号、第七号及び第九号から第十二号までの規定中「措置法第四十二条の十三第一項」とあるのは、「平成二十三

年十二月改正法附則第六十三条第一項の規定により読み替えられた措置法第四十二条の十三第一項」とする。

５　平成二十三年十二月改正法附則第八十条第一項の規定の適用がある場合における新規則第二条の規定の適用については、同条第百二十

七号、第百三十号、第百三十一号及び第百三十三号から第百三十六号までの規定中「措置法第六十八条の十五の三第一項」とあるのは、

「平成二十三年十二月改正法附則第八十条第一項の規定により読み替えられた措置法第六十八条の十五の三第一項」とする。

附　則　（平成二四年四月一三日財務省令第四一号）

１　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第百七十八号を同条第百八十八号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同号の次に一号を加える部分に限る。）、同条第五

十七号を同条第六十二号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同号の次に一号を加える部分に限る。）、様式第一の記載要領第四号

の表原子力保険又は地震保険に係る異常危険準備金の項の次に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表原子力保

険又は地震保険に係る異常危険準備金の項の次に次のように加える改正規定　平成二十四年七月一日

二　第二条第六号の改正規定、同条第百三十号の改正規定、同号を同条第百三十五号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同号の次

に一号を加える部分に限る。）、同条第六号の次に一号を加える改正規定、様式第一の記載要領第四号の表エネルギー環境負荷低減推進

設備等を取得した場合の特別償却の項の改正規定、同表エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の法人税額の特別控除の項

の改正規定、様式第二の記載要領第四号の表エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却の項の改正規定及び同表エ
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ネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の改正規定　電気事業者による再生可能エネルギー電気の

調達に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第二条の規定並びに同令様式第一及び様式第二による適用額明細書

は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）の平成二十四年四月

一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の四に規定する連結法人をいう。以下同じ。）

の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結

法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

附　則　（平成二四年九月二八日財務省令第五八号）

この省令は、郵政民営化法等の一部を改正する等の法律（平成二十四年法律第三十号）の施行の日（平成二十四年十月一日）から施行

する。

附　則　（平成二四年一〇月三一日財務省令第六三号）　抄

この省令は、特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置法（平成二十四年法律第五十五号）の施行の日から施行す

る。

附　則　（平成二五年四月一二日財務省令第三〇号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第二条の規定並びに同令様式第一及び様式第二による適用額明細書

は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）の平成二十五年四月

一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の四に規定する連結法人をいう。以下同じ。）

の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結

法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

附　則　（平成二六年四月一四日財務省令第四二号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、第二条第三十八号を同条第三十九号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条

第三十八号を同条第三十九号とする部分を除く。）及び同条第百四十八号を同条第百五十一号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同

条第百四十八号を同条第百五十一号とする部分を除く。）は、中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律（平成二十六年法

律第　　　号）の施行の日から施行する。

（経過措置）

第二条　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第二条の規定並びに新規則様式第

一及び様式第二による適用額明細書は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含

む。以下この項において同じ。）の平成二十六年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二

号の七の四に規定する連結法人をいう。以下この項において同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適

用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告について

は、なお従前の例による。

２　この省令の施行の日（以下「施行日」という。）から港湾法の一部を改正する法律（平成二十五年法律第三十一号）附則第一条第二号

に掲げる規定の施行の日の前日までの間における新規則第二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用につ

いては、同条第二十四号及び第百三十六号中「又は第二項の規定　これらの規定」とあるのは「の規定　同項」と、新規則様式第一の記

載要領第四号の表耐震基準適合建物等の特別償却の項中「第１１項（特別償却準備金）（第４３条の２第１項）」とあるのは「第１１項

（ 特 別 償 却 準 備 金 ） 」 と 、

「

第５２条の３第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）

（第４３条の２第１項）

００５２０ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

第４３条の２第２項（償却費） ００５２１ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３

６」の欄、別表十六（三）「３２」の欄、別表十六

（四）「２８」の欄又は別表十六（五）「３０」の欄の

金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第４３

条の２第２項）

００５２２ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第５２条の３第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）

（第４３条の２第２項）

００５２３ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

」 と あ る の は

「

第５２条の３第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金） ００５２０ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

」と、新規則様式第二の記載要領第四号の表耐震基準適合建物等の特別償却の項中「第１１項（特別償却準備金）（第６８条の１７第１

項 ） 」 と あ る の は 「 第 １ １ 項 （ 特 別 償 却 準 備 金 ） 」 と 、

「
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第６８条の４１第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）

（第６８条の１７第１項）

１０５０３ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

第６８条の１７第２項（償却費） １０５０４ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）

「３６」の欄、別表十六（三）「３２」の欄、別表十

六（四）「２８」の欄又は別表十六（五）「３０」の

欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第６８

条の１７第２項）

１０５０５ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第６８条の４１第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）

（第６８条の１７第２項）

１０５０６ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

」 と あ る の は

「

第６８条の４１第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金） １０５０３ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

」とする。

３　施行日から中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律（平成二十六年法律第　　　号）の施行の日の前日までの間におけ

る新規則第二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、同条第四十五号ホ中「、第四十六条又

は第四十七条の二」とあるのは「又は第四十六条」と、同条第百五十七号ホ中「、平成二十六年旧措置法第六十八条の三十一又は平成二

十六年旧措置法第六十八条の三十五」とあるのは「又は平成二十六年旧措置法第六十八条の三十一」と、新規則様式第一の記載要領第四

号 の 表 特 定 再 開 発 建 築 物 等 の 割 増 償 却 の 項 中

「

第５２条の３第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）（平成

２５年旧措置法第４７条の２第３項第３号）

００４７７ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

第４７条の２第１項（償却費）（同条第３項第３号） ００５３９ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六

（二）「３６」の欄、別表十六（三）「３２」の

欄、別表十六（四）「２８」の欄又は別表十六

（五）「３０」の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第４７条の２

第３項第３号）

００５４０ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第５２条の３第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）（第４

７条の２第３項第３号）

００５４１ 法規別表十六（九）「９」の欄の金額

」 と あ る の は

「

第５２条の３第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）（平成２５年旧措置法第４

７条の２第３項第３号）

００４７７ 法規別表十六（九）「９」の

欄の金額

」と、「第４７条の２第１項、平成２６年旧措置法第４７条の２第１項」とあるのは「第４７条の２第１項」と、「第４７条の２第３項第

４号、平成２６年旧措置法第４７条の２第３項第３号」とあるのは「第４７条の２第３項第３号」と、新規則様式第二の記載要領第四号

の 表 特 定 再 開 発 建 築 物 等 の 割 増 償 却 の 項 中

「

第６８条の４１第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）（平成２

５年旧措置法第６８条の３５第３項（平成２５年旧措置法第４７条の２

第３項第３号））

１ ０ ４ ６

０

法規別表十六（九）「９」の欄の金額

第６８条の３５第１項（償却費）（同条第３項第３号） １ ０ ５ ２

２

法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六

（二）「３６」の欄、別表十六（三）「３２」

の欄、別表十六（四）「２８」の欄又は別表

十六（五）「３０」の欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第６８条の３５

第３項第３号）

１ ０ ５ ２

３

法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第６８条の４１第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）（第６８

条の３５第３項第３号）

１ ０ ５ ２

４

法規別表十六（九）「９」の欄の金額

」 と あ る の は

「

第６８条の４１第２項、第３項又は第１２項（特別償却準備金）（平成２５年旧措置法第６８条

の３５第３項（平成２５年旧措置法第４７条の２第３項第３号））

１０４６

０

法規別表十六（九）

「９」の欄の金額

」と、「第６８条の３５第１項、平成２６年旧措置法第６８条の３５第１項」とあるのは「第６８条の３５第１項」と、「第４７条の２第

３項第４号、平成２６年旧措置法第４７条の２第３項第３号」とあるのは「第４７条の２第３項第３号」と、「第６８条の３５第３項、

平成２６年旧措置法第６８条の３５第３項」とあるのは「第６８条の３５第３項」とする。

４　施行日から都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成二十六年法律第　　　号）の施行の日の前日までの間における新規則様

式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、新規則様式第一の記載要領第四号の表特定の資産の買換えの場合等の課税の

特 例 の 項 中

「
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平成２６年旧措置法第６５条の７第１項若しくは第９項又は平成２６年旧措置法第６５条の９（平成２６年旧措置法第

６５条の７第１項の表の第５号）

００３６２

第６５条の７第１項若しくは第９項又は第６５条の９（第６５条の７第１項の表の第５号） ００５５２

」 と あ る の は

「

平成２６年旧措置法第６５条の７第１項若しくは第９項又は平成２６年旧措置法第６５条の９（平成２６年旧措置法第

６５条の７第１項の表の第５号）

０ ０ ３ ６

２

」 と 、

「

平成２６年旧措置法第６５条の８第１項若しくは第２項又は平成２６年旧措置法第６５条の９（平成２６年旧措置法第

６５条の７第１項の表の第５号）

００３６８

第６５条の８第１項若しくは第２項又は第６５条の９（第６５条の７第１項の表の第５号） ００５５６

」 と あ る の は

「

平成２６年旧措置法第６５条の８第１項若しくは第２項又は平成２６年旧措置法第６５条の９（平成２６年旧措置法第

６５条の７第１項の表の第５号）

０ ０ ３ ６

８

」 と 、 新 規 則 様 式 第 二 の 記 載 要 領 第 四 号 の 表 特 定 の 資 産 の 買 換 え の 場 合 等 の 課 税 の 特 例 の 項 中

「

平成２６年旧措置法第６８条の７８第１項若しくは第９項又は平成２６年旧措置法第６８条の８０（平成２６年旧措置

法第６８条の７８第１項の表の第５号）

１０３５５

第６８条の７８第１項若しくは第９項又は第６８条の８０（第６８条の７８第１項の表の第５号） １０５３５

」 と あ る の は

「

平成２６年旧措置法第６８条の７８第１項若しくは第９項又は平成２６年旧措置法第６８条の８０（平成２６年旧措置

法第６８条の７８第１項の表の第５号）

１ ０ ３ ５

５

」 と 、

「

平成２６年旧措置法第６８条の７９第１項若しくは第３項又は平成２６年旧措置法第６８条の８０（平成２６年旧措置

法第６８条の７８第１項の表の第５号）

１０３６１

第６８条の７９第１項若しくは第３項又は第６８条の８０（第６８条の７８第１項の表の第５号） １０５３９

」 と あ る の は

「

平成２６年旧措置法第６８条の７９第１項若しくは第３項又は平成２６年旧措置法第６８条の８０（平成２６年旧措置

法第６８条の７８第１項の表の第５号）

１ ０ ３ ６

１

」とする。

附　則　（平成二六年七月九日財務省令第六五号）

１　この省令は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）附則第一条第

四号に掲げる規定の施行の日から施行する。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第三条第一項の規定は、この省令の施行の日以後に開始する事業年

度又は連結事業年度の法人税申告書に係る適用額明細書について適用し、同日前に開始した事業年度又は連結事業年度の法人税申告書に

係る適用額明細書については、なお従前の例による。

附　則　（平成二七年四月一五日財務省令第四八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　様式第一の表の改正規定及び様式第二の表の改正規定並びに次条第四項の規定　平成二十八年一月一日

二　第二条第十七号を同条第七号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第十七号を同条第七号とする部分を除く。）、同条第十八

号の改正規定（「法人税の額」を「調整前法人税額」に改める部分を除く。）、同条第四十五号ヘの改正規定（「第四十二条の十一第一

項」の下に「、第四十二条の十二第一項」を加える部分に限る。）、同条第百二十九号を同条第九十三号とし、同号の次に一号を加える

改正規定（同条第百二十九号を同条第九十三号とする部分を除く。）、同条第百三十号の改正規定（「（同項に規定する調整前連結税額を

いう。）」を削る部分を除く。）、同条第百五十七号ヘの改正規定（「第六十八条の十五第一項」の下に「、第六十八条の十五の二第一項」

を加える部分に限る。）、様式第一の記載要領第四号の表国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除の

項の次に次のように加える改正規定、同表雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除の項の改正規定、様式第二の記載要領第四

号の表国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の次に次のように加える改正規定及び同表雇用

者の数が増加した場合の法人税額の特別控除の項の改正規定並びに次条第二項の規定　地域再生法の一部を改正する法律（平成二十七

年法律第　　　号）の施行の日

三　第二条第五十四号の改正規定、同条第百六十六号の改正規定、様式第一の記載要領第四号の表使用済燃料再処理準備金の項の改正規

定（「第５７条の３第１項」の次に「又は第７項」を加える部分に限る。）及び様式第二の記載要領第四号の表使用済燃料再処理準備金

の項の改正規定（「第６８条の５３第１項」の次に「又は第６項」を加える部分に限る。）　電気事業法等の一部を改正する等の法律（平

成二十七年法律第　　　号）附則第一条第八号に掲げる規定の施行の日

四　第二条第五十五号の改正規定、同条第百六十七号の改正規定、様式第一の記載要領第四号の表原子力発電施設解体準備金の項の改正

規定（「第５７条の４第１項」の次に「又は第１０項」を加える部分に限る。）及び様式第二の記載要領第四号の表原子力発電施設解体

準備金の項の改正規定（「第６８条の５４第１項」の次に「又は第８項」を加える部分に限る。）　電気事業法等の一部を改正する法律

（平成二十六年法律第七十二号）の施行の日
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（経過措置）

第二条　法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）が平成二十七年四

月一日前に終了した事業年度において改正前の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下この項において「旧規

則」という。）第二条第十五号、第三十九号、第四十五号又は第四十六号（同条第三十九号、第四十五号又は第四十六号にあっては、所

得税法等の一部を改正する法律（平成二十五年法律第五号。以下この項において「平成二十五年改正法」という。）附則第六十七条第八

項の規定によりなおその効力を有するものとされる平成二十五年改正法第八条の規定による改正前の租税特別措置法（昭和三十二年法律

第二十六号。以下この項において「平成二十五年旧措置法」という。）第四十七条の二第一項（同条第三項第三号に係る部分に限る。）に

係る部分に限る。）に掲げる規定の適用を受けた場合における旧規則第二条第十五号、第三十九号、第四十五号又は第四十六号に定める

適用額及び連結法人（法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）が同日前に終了した連結事業年度にお

いて旧規則第二条第百二十七号、第百五十一号、第百五十七号又は第百五十八号（同条第百五十一号、第百五十七号又は第百五十八号に

あっては、平成二十五年改正法附則第八十条第八項の規定によりなおその効力を有するものとされる平成二十五年旧措置法第六十八条の

三十五第一項（平成二十五年旧措置法第四十七条の二第三項第三号に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）に掲げる規定の適用を受け

た場合における旧規則第二条第百二十七号、第百五十一号、第百五十七号又は第百五十八号に定める適用額については、なお従前の例に

よる。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第二条第八号、第九号、第九十四号及

び第九十五号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の特別償却の項か

ら雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除の項までに係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表地方活力向上地域

において特定建物等を取得した場合の特別償却の項から雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除の項までに係る部分に限る。）

による適用額明細書は、法人の前条第二号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連

結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した

連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

３　新規則第二条第五十五号（ハに係る部分に限る。）、第八十二号、第百四十一号（ハに係る部分に限る。）及び第百六十七号の規定並び

に新規則様式第一（記載要領第四号の表換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例の項（「第６５条第１０項」の欄に係る部分

に限る。）及び保険会社の受取配当等の益金不算入の特例の項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表換地処分等に伴い

資産を取得した場合の課税の特例の項（「第６８条の７２第１０項」の欄に係る部分に限る。）及び保険会社の連結事業年度における受取

配当等の益金不算入の特例の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の平成二十七年四月一日以後に終了する事業年度に係

る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

４　新規則様式第一の表及び様式第二の表の様式は、平成二十八年一月一日以後に開始する事業年度又は連結事業年度の法人税申告書に係

る適用額明細書について適用し、同日前に開始した事業年度又は連結事業年度の法人税申告書に係る適用額明細書については、なお従前

の例による。

５　新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書は、前三項に定めるものを除き、法人の平成二十七年四月一日以後に終了する事業年

度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事

業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

６　この省令の施行の日から水防法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第　　　号）の施行の日の前日までの間における新規則第

二条及び第四条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、新規則第二条第二十七号中「又は第十

四項の規定」とあるのは「の規定」と、同条第三十号ハ中「、第十二項又は第十四項」とあるのは「又は第十二項」と、同条第百十三号

中「又は第十四項の規定」とあるのは「の規定」と、同条第百十六号ハ中「、第十二項又は第十四項」とあるのは「又は第十二項」と、

新規則第四条第二項第四号中「、第十二項若しくは第十四項」とあるのは「若しくは第十二項」と、新規則様式第一の記載要領第四号の

表特定都市再生建築物等の割増償却（特定再開発建築物等の割増償却）の項中「第４７条の２第１項又は平成２７年旧措置法第４７条の

２第１項」とあるのは「第４７条の２第１項」と、「第４７条の２第３項第３号又は平成２７年旧措置法第４７条の２第３項第４号」と

あるのは「第４７条の２第３項第３号」と、新規則様式第二の記載要領第四号の表特定都市再生建築物等の割増償却（特定再開発建築物

等の割増償却）の項中「第６８条の３５第１項又は平成２７年旧措置法第６８条の３５第１項」とあるのは「第６８条の３５第１項」

と、「第４７条の２第３項第３号又は平成２７年旧措置法第４７条の２第３項第４号」とあるのは「第４７条の２第３項第３号」とする。

附　則　（平成二八年四月一五日財務省令第四三号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第九号の次に一号を加える改正規定、同条第九十五号を同条第九十七号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第九十

五号を同条第九十七号とする部分を除く。）、様式第一の記載要領第四号の表特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償

却の項の前に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表特定中小連結法人が経営改善設備を取得した場合の特別償

却の項の前に次のように加える改正規定並びに次条第二項の規定　地域再生法の一部を改正する法律（平成二十八年法律第　　　号）

の施行の日

二　第二条第百十四号を同条第百十七号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百十四号を同条第百十七号とする部分を除く。）

、同条第二十八号を同条第二十九号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第二十八号を同条第二十九号とする部分を除く。）、

様式第一の記載要領第四号の表倉庫用建物等の割増償却の項の改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表倉庫用建物等の割増償却の

項の改正規定並びに次条第三項の規定　流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成二十八年法律

第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条及び第四条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条

第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）の平成二十八年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結

法人（同法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告に

ついて適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告

については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第十号及び第九十八号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄

附をした場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表認定地方公共団体の寄附活用事業に関

連する寄附をした場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条第一号に定める日以後に終了

する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。
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３　新規則第二条第三十号及び第百十八号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表倉庫用建物等の割増償却の項に係る部分に限

る。）及び様式第二（記載要領第四号の表倉庫用建物等の割増償却の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条第二号に

定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用

し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告について

は、なお従前の例による。

４　この省令の施行の日（以下「施行日」という。）から前条第二号に定める日の前日までの間における新規則第二条及び第四条の規定並

びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、新規則第二条第三十二号ニ中「又は第十項の規定」とあり、及

び「又は第四十八条第一項の規定」とあり、並びに同条第百二十号ニ中「又は第十項の規定」とあり、及び「又は第六十八条の三十六第

一項の規定」とあるのは「の規定」と、新規則第四条第二項第五号中「若しくは第十項又は」とあり、及び「若しくは第四十八条第一項

又は」とあるのは「又は」と、「若しくは第十項の規定」とあり、及び「若しくは第六十八条の三十六第一項の規定」とあるのは「の規

定」とする。

５　新規則様式第一（記載要領第三号、同第四号の表中小企業者等の法人税率の特例の項及び同第五号に係る部分に限る。）による適用額

明細書は、法人の平成二十八年四月一日以後に開始する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に開始した事業年度

に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

６　施行日から国立研究開発法人情報通信研究機構法及び特定通信・放送開発事業実施円滑化法の一部を改正する等の法律（平成二十八年

法律第　　　号）の施行の日の前日までの間における新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、新規則様式第

一の記載要領第四号の表特定地域における電気通信設備の特別償却（特定信頼性向上設備等の特別償却）の項中「特定地域における電気

通信設備の特別償却（特定信頼性向上設備等の特別償却）」とあるのは「特定信頼性向上設備等の特別償却」と、

「

平成２８年旧措置法第４４条の５第１項（償却費） ００４５１ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３６」の

欄、別表十六（三）「３２」の欄又は別表十六（五）「３０」

の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）

（平成２８年旧措置法第４４条の５第１項）

００４５２ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第４４条の５第１項（償却費） ００５９０ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３６」の

欄、別表十六（三）「３２」の欄又は別表十六（五）「３０」

の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）

（第４４条の５第１項）

００５９１ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

」 と あ る の は

「

第４４条の５第１項（償却費） ００４５１ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３６」の欄、

別表十六（三）「３２」の欄又は別表十六（五）「３０」の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備

金）（第４４条の５第１項）

００４５２ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

」と、新規則様式第二の記載要領第四号の表特定地域における電気通信設備の特別償却（特定信頼性向上設備等の特別償却）の項中「特

定地域における電気通信設備の特別償却（特定信頼性向上設備等の特別償却）」とあるのは「特定信頼性向上設備等の特別償却」と、

「

平成２８年旧措置法第６８条の２６第１項（償却費） １０４３４ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３６」

の欄、別表十六（三）「３２」の欄又は別表十六（五）「３

０」の欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）

（平成２８年旧措置法第６８条の２６第１項）

１０４３５ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第６８条の２６第１項（償却費） １０５７３ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３６」

の欄、別表十六（三）「３２」の欄又は別表十六（五）「３

０」の欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）

（第６８条の２６第１項）

１０５７４ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

」 と あ る の は

「

第６８条の２６第１項（償却費） １０４３４ 法規別表十六（一）「３２」の欄、別表十六（二）「３６」の欄、

別表十六（三）「３２」の欄又は別表十六（五）「３０」の欄の

金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備

金）（第６８条の２６第１項）

１０４３５ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

」とする。

附　則　（平成二八年九月一日財務省令第六二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　第三条の規定による改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則様式第一及び様式第二による適用額明細書

は、法人の施行日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をい

う。以下同じ。）の施行日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の施行日前に終了した事業年度に係る

法人税の申告及び連結法人の施行日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

附　則　（平成二八年九月三〇日財務省令第七三号）

10



この省令は、平成二十八年十月一日から施行する。

附　則　（平成二九年三月三一日財務省令第二五号）

１　この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第

二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連

結法人（同法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告

について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申

告については、なお従前の例による。

附　則　（平成二九年四月一四日財務省令第三八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第百十九号ホの改正規定（「第六十八条の十四の二第一項」の下に「、第六十八条の十四の三第一項」を加える部分に限る。）、

同条第九十四号を同条第九十九号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第九十四号を同条第九十九号とする部分を除く。）、同

条第三十二号ホの改正規定（「第四十二条の十一の二第一項」の下に「、第四十二条の十一の三第一項」を加える部分に限る。）、同条

第八号の改正規定、同条第七号の次に一号を加える改正規定、様式第一の記載要領第四号の表国際戦略総合特別区域において機械等を

取得した場合の法人税額の特別控除の項の次に次のように加える改正規定、同表地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合

の特別償却の項の改正規定、同表地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の改正規定（「第４

２条の１１の２第２項」を「第４２条の１１の３第２項」に改める部分に限る。）及び様式第二の記載要領第四号の表国際戦略総合特

別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の次に次のように加える改正規定並びに次条第二項の規定　企業立地

の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の一部を改正する法律（平成二十九年法律第　　　号）の施行

の日

二　第二条第百十二号を同条第百十九号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百十二号を同条第百十九号とする部分を除く。）

、同条第二十五号を同条第二十七号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第二十五号を同条第二十七号とする部分を除く。）、

様式第一の記載要領第四号の表サービス付き高齢者向け賃貸住宅の割増償却の項の改正規定、同項の次に次のように加える改正規定、

様式第二の記載要領第四号の表サービス付き高齢者向け賃貸住宅の割増償却の項の改正規定及び同項の次に次のように加える改正規定

並びに次条第六項の規定　農業競争力強化支援法（平成二十九年法律第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規

定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）の平成二十九年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法

第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用

し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告について

は、なお従前の例による。

２　新規則第二条第八号及び第百号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表地域経済
けん

牽引事業の促進区域内において特定事業用

機械等を取得した場合の特別償却の項及び地域経済
けん

牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控

除の項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表地域経済
けん

牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場

合の特別償却の項及び地域経済
けん

牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に

限る。）による適用額明細書は、法人の前条第一号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終

了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

３　この省令の施行の日から前条第二号に定める日の前日までの間における新規則第二条及び第四条の規定の適用については、新規則第二

条第三十二号中「平成二十九年改正法」とあるのは「所得税法等の一部を改正する等の法律（平成二十九年法律第四号。以下この条及び

第四条において「平成二十九年改正法」という。）」と、「平成二十九年旧措置法」とあるのは「平成二十九年改正法第十二条の規定によ

る改正前の租税特別措置法（以下この条及び第四条において「平成二十九年旧措置法」という。）」とする。

４　法人の平成二十九年四月一日から前条第二号に定める日の前日までの間に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同年四

月一日から同号に定める日の前日までの間に終了する連結事業年度に係る法人税の申告に係る新規則第二条及び第四条の規定並びに新規

則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、新規則第二条第三十六号ホ中「附則第六十七条第七項又は第九項」とあ

るのは「附則第六十七条第九項」と、「第四十七条第一項又は第四十七条の二第一項」とあるのは「第四十七条の二第一項」と、同条第

百二十八号ホ中「附則第八十二条第八項又は第十項」とあるのは「附則第八十二条第十項」と、「第六十八条の三十四第一項又は第六十

八条の三十五第一項」とあるのは「第六十八条の三十五第一項」と、新規則第四条第二項第六号中「附則第六十七条第七項若しくは第九

項又は第八十二条第八項若しくは第十項」とあるのは「附則第六十七条第九項又は第八十二条第十項」と、「第四十七条第一項若しくは

第四十七条の二第一項又は第六十八条の三十四第一項若しくは」とあるのは「第四十七条の二第一項又は」とする。

５　新規則第二条第四十九号及び第百四十一号の規定は、法人の平成二十九年四月一日以後に開始する事業年度に係る法人税の申告及び連

結法人の同日以後に開始する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に開始した事業年度に係る法人税の申告及

び連結法人の同日前に開始した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

６　新規則様式第一（記載要領第四号の表事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等の割増償却の項に係る部分に限る。）及

び様式第二（記載要領第四号の表事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等の割増償却の項に係る部分に限る。）による適

用額明細書は、法人の前条第二号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年

度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（平成二九年九月二九日財務省令第五七号）

１　この省令は、平成二十九年十月一日から施行する。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則様式第一（記載要領第四号の表原子力発電施設解体準備金の項に係

る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表原子力発電施設解体準備金の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人

（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）の平成二十九年十月一日以後に

終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了

する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終

了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

附　則　（平成三〇年三月三一日財務省令第二七号）
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（施行期日）

第一条　この省令は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、第四条第一項に五号を加える改正規定（第七号及び第八号に係る部分に

限る。）及び次条第二項の規定は、平成三十一年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省

令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下

同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告

及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第四条第一項第七号及び第八号の規定は、法人の平成三十一年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法

人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（平成三〇年四月一三日財務省令第三七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　様式第一の記載要領第五号の改正規定及び様式第二の記載要領第五号の改正規定　令和二年四月一日

二　第二条第十四号の次に一号を加える改正規定、同条第三十六号ヘの改正規定、同条第九十五号の改正規定、同条第九十六号ロの改正

規定（「第六十八条の十五の七第一項」を「第六十八条の十五の八第一項」に改める部分に限る。）、同条第九十七号ロの改正規定、同

条第九十八号の改正規定、同条第九十九号ロの改正規定、同条第百号ロの改正規定、同条第百一号ロの改正規定、同条第百二号ロの改

正規定、同条第百三号の改正規定（「第六十八条の十五の七第一項」を「第六十八条の十五の八第一項」に改める部分に限る。）、同条

第百四号の改正規定、同条第百五号ロの改正規定、同条第百六号ロの改正規定、同条第百七号の改正規定（「第六十八条の十五の七第

一項」を「第六十八条の十五の八第一項」に改める部分に限る。）、同号を同条第百一号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条

第百七号を同条第百一号とする部分を除く。）、同条第百二十九号ヘの改正規定、様式第一の記載要領第四号の表公害防止用設備の特別

償却の項の前に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表公害防止用設備の特別償却の項の前に次のように加える

改正規定並びに次条第二項の規定　生産性向上特別措置法（平成三十年法律第　　　号）の施行の日

三　様式第一の記載要領第四号の表地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の特別償却の項及び地方活力向上地域において

特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の改正規定並びに様式第二の記載要領第四号の表地方活力向上地域において特定

建物等を取得した場合の特別償却の項及び地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除の項の改正規

定　地域再生法の一部を改正する法律（平成三十年法律第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規

定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）の平成三十年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第

二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用し、

法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、な

お従前の例による。

２　新規則第二条第十五号及び第百二号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表革新的情報産業活用設備を取得した場合の特別

償却の項及び革新的情報産業活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の

表革新的情報産業活用設備を取得した場合の特別償却の項及び革新的情報産業活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る

部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条第二号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以

後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

３　この省令の施行の日（以下「施行日」という。）からエネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律（平成三十年法

律第　　　号）の施行の日の前日までの間における新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書の適用については、新規則様式第一

の 記 載 要 領 第 四 号 の 表 高 度 省 エ ネ ル ギ ー 増 進 設 備 等 を 取 得 し た 場 合 の 特 別 償 却 の 項 中

「

第４２条の５第１項第１号（償却費） ００６１５ 特別償却限度額の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第４２条の５第１項第１

号）

００６１６ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第４２条の５第１項第２号（償却費） ００６１７ 特別償却限度額の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第４２条の５第１項第２

号）

００６１８ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

第４２条の５第１項第３号（償却費） ００６１９ 特別償却限度額の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第４２条の５第１項第３

号）

００６２０ 法規別表十六（九）「８」の欄の金額

」 と あ る の は

「

所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７号）附則第８８条第１項の規定

により読み替えて適用する租税特別措置法第４２条の５第１項各号（償却費）

００６１５ 特別償却限度額の欄の金額

第５２条の３第１項又は第１１項（特別償却準備金） ００６１６ 法規別表十六（九）「８」の

欄の金額

」 と 、 新 規 則 様 式 第 二 の 記 載 要 領 第 四 号 の 表 高 度 省 エ ネ ル ギ ー 増 進 設 備 等 を 取 得 し た 場 合 の 特 別 償 却 の 項 中

「
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第６８条の１０第１項（償却費）（第４２条の５第１項第１号） １０５９８ 特別償却限度額の欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第６８条の１０第１項（第

４２条の５第１項第１号））

１０５９９ 法規別表十六（九）「８」の欄の

金額

第６８条の１０第１項（償却費）（第４２条の５第１項第２号） １０６００ 特別償却限度額の欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第６８条の１０第１項（第

４２条の５第１項第２号））

１０６０１ 法規別表十六（九）「８」の欄の

金額

第６８条の１０第１項（償却費）（第４２条の５第１項第３号） １０６０２ 特別償却限度額の欄の金額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金）（第６８条の１０第１項（第

４２条の５第１項第３号））

１０６０３ 法規別表十六（九）「８」の欄の

金額

」 と あ る の は

「

第６８条の１０第１項（償却費）（所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７

号）附則第８８条第１項の規定により読み替えて適用する租税特別措置法第４２条の５第

１項各号）

１ ０ ５ ９

８

特別償却限度額の欄の金

額

第６８条の４１第１項又は第１１項（特別償却準備金） １ ０ ５ ９

９

法規別表十六（九）「８」

の欄の金額

」とする。

４　施行日から前条第三号に定める日の前日までの間における新規則様式第一の記載要領第四号の表地方活力向上地域等において雇用者の

数が増加した場合の法人税額の特別控除（特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除）の項中「地方活力向上

地域等において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控

除）」とあるのは「特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除」と、新規則様式第二の記載要領第四号の表地

方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額

の特別控除）の項中「地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（特定の地域において雇用者の数が

増加した場合の法人税額の特別控除）」とあるのは「特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除」とする。

附　則　（平成三一年三月二九日財務省令第一八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、平成三十一年四月一日から施行する。ただし、第四条第一項に二号を加える改正規定（第八号に係る部分に限る。）

及び次条第二項の規定は、令和二年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省

令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下

同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平成二十二年法律第八号）第二条第一

項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法

人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第四条第一項第八号の規定は、法人の令和二年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に

終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（平成三一年四月一二日財務省令第三三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、第二条第十九号の次に一号を加える改正規定、同条第百二十三号トの改正規定、同

条第百六号を同条第百七号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百六号を同条第百七号とする部分を除く。）、同条第三十六号

トの改正規定、様式第一の記載要領第四号の表関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化学術研究施設の特別償却の項の次

に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化学術研究施設の

特別償却の項の次に次のように加える改正規定並びに次条第二項の規定は、中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強

化法等の一部を改正する法律（平成三十一年法律第　　　号）の施行の日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第八

号に規定する適用額明細書をいう。以下同じ。）は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない

社団等を含む。以下同じ。）の平成三十一年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の

七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（同項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下

同じ。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連

結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第二十号及び第百八号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表特定事業継続力強化設備等の特別償却の項に係

る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表特定事業継続力強化設備等の特別償却の項に係る部分に限る。）による適用額明細書

は、法人の前条ただし書に規定する日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係

る法人税の申告について適用する。

附　則　（令和元年六月二八日財務省令第一三号）　抄

この省令は、令和元年七月一日から施行する。

附　則　（令和二年三月三一日財務省令第二五号）

（施行期日）

第一条　この省令は、令和二年四月一日から施行する。ただし、第四条第一項に二号を加える改正規定（第八号に係る部分に限る。）及び

次条第二項の規定は、令和三年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省
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令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下

同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平成二十二年法律第八号）第二条第一

項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法

人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第四条第一項第八号の規定は、法人の令和三年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に

終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（令和二年四月一〇日財務省令第四一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、第二条第百二号を同条第九十八号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第

百二号を同条第九十八号とする部分を除く。）、同条第百二十五号トの改正規定（「第六十八条の十五の五第一項」の下に「、第六十八条

の十五の六の二第一項」を加える部分に限る。）、様式第一の記載要領第四号の表給与等の引上げ及び設備投資を行った場合等の法人税額

の特別控除の項の次に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表給与等の引上げ及び設備投資を行った場合等の法人

税額の特別控除の項の次に次のように加える改正規定並びに次条第二項の規定は、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導

入の促進に関する法律（令和二年法律第　　　号）の施行の日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第八

号に規定する適用額明細書をいう。以下同じ。）は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない

社団等を含む。以下同じ。）の令和二年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の

二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（同項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下同じ

。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事

業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第十五号及び第九十九号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表認定特定高度情報通信技術活用設備を取得し

た場合の特別償却の項及び認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）及び様式

第二（記載要領第四号の表認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の特別償却の項及び認定特定高度情報通信技術活用設備を

取得した場合の法人税額の特別控除の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条ただし書に規定する日以後に終了する

事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

３　この省令の施行の日から前条ただし書に規定する日の前日までの間における新規則第二条の規定の適用については、次の表の上欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の下欄に掲げる字句とする。

第十五

号

十五　措置法第四十二条の十二の五の二第一項又は第二項の規定　次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第四十二条の十二の五の二第一項の規定　同項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第四十二条の十二の五の二第二項の規定　同項の規定により各事業年度の所得に対する調整前法人税額から

控除される金額（措置法第四十二条の十三第一項の規定の適用がある場合には、同項後段の規定により同項に規定する

調整前法人税額超過額を構成することとされた部分に相当する金額を控除した金額）

十 五

　 削

除

第三十

四号ヘ

、第四十二条の十二の五の二第一項又は 又は

附　則　（令和二年六月三〇日財務省令第五六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和四年四月一日から施行する。

（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第十九条　第十二条の規定による改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第三条及び第五条の規定は、法人（法

人税法第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下この条において同じ。）の施行日以後に開始する事業年度（旧事業年度を

除く。）に係る法人税の申告について適用し、法人の施行日前に開始した事業年度（旧事業年度を含む。）に係る法人税の申告及び連結法

人（旧法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。）の連結親法人事業年度（旧法人税法第十五条の二第一項に規定す

る連結親法人事業年度をいう。）が施行日前に開始した連結事業年度（改正法附則第百四十一条の規定による改正前の租税特別措置の適

用状況の透明化等に関する法律（平成二十二年法律第八号）第二条第一項第六号に規定する連結事業年度をいう。）に係る法人税の申告

については、なお従前の例による。

附　則　（令和三年三月三一日財務省令第二六号）

（施行期日）

第一条　この省令は、令和三年四月一日から施行する。ただし、第四条第一項に二号を加える改正規定（第八号に係る部分に限る。）及び

次条第二項の規定は、令和四年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省

令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下

この項において同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平成二十二年法律第八

号）第二条第一項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下この項において同じ。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日

前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例

による。

２　新規則第四条第一項第八号の規定は、法人の令和四年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（所得税法等

の一部を改正する法律（令和二年法律第八号。以下「令和二年改正法」という。）第三条の規定による改正前の法人税法第二条第十二号

の七の二に規定する連結法人をいう。）の同日以後に終了する連結事業年度（令和二年改正法附則第百四十一条の規定による改正前の租

税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第六号に規定する連結事業年度をいう。）に係る法人税の申告について適用

する。

附　則　（令和三年三月三一日財務省令第三三号）

この省令は、令和三年四月一日から施行する。ただし、第十二条の改正規定（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規

則第四条第二項に十号を加える改正規定に係る部分（同項第九号中「、第六十八条の十五の六の二」を「から第六十八条の十五の七ま
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で」に改める部分、同項第十号に係る部分及び同項第十七号に係る部分に限る。）に限る。）は、産業競争力強化法等の一部を改正する等

の法律（令和三年法律第　　　号）の施行の日から施行する。

附　則　（令和三年四月一五日財務省令第四四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第十五号の改正規定、同号を同条第十三号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第十五号を同条第十三号とする部分

を除く。）、同条第三十四号ヘの改正規定（「第四十二条の五第一項、」及び「、第四十二条の十二の三第一項」を削る部分を除く。）、同

条第三十六号を同条第三十四号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第三十六号を同条第三十四号とする部分を除く。）、同条

第七十二号を同条第七十号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第七十二号を同条第七十号とする部分を除く。）、同条第九十

九号を同条第九十六号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第九十九号を同条第九十六号とする部分を除く。）、同条第百十八

号ヘの改正規定（「第六十八条の十第一項、」及び「、第六十八条の十五の四第一項」を削る部分を除く。）、同条第百二十号を同条第百

十七号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百二十号を同条第百十七号とする部分を除く。）、同条第百五十六号を同条第百

五十三号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百五十六号を同条第百五十三号とする部分を除く。）、様式第一の記載要領第

四号の表認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の特別償却の項の改正規定、同表認定特定高度情報通信技術活用設備を取

得した場合の法人税額の特別控除の項の改正規定（「別表六（二十七）「１６」」を「別表六（三十）「１６」」に改める部分を除く。）、

同項の次に次のように加える改正規定、同表特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特例の項の改正規定、同表海外投資等損

失準備金の項の次に次のように加える改正規定、同表認定特定非営利活動法人に対する寄附金の損金算入等の特例の項の次に次のよう

に加える改正規定、様式第二の記載要領第四号の表認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除の項の次

に次のように加える改正規定、同表特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特例の項の改正規定、同表海外投資等損失準備金

の項の次に次のように加える改正規定及び同表認定特定非営利活動法人等に対する寄附金の損金算入の特例の項の次に次のように加え

る改正規定並びに次条第二項の規定　産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和三年法律第　　　号）の施行の日

二　第二条第七十一号を同条第六十八号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第七十一号を同条第六十八号とする部分を除く。）

、同条第七十二号の改正規定（同号イ中「法人税法」の下に「（昭和四十年法律第三十四号）」を加える部分及び同号ロ中「同項」を

「同項の規定により読み替えられた法人税法第三十七条第四項」に改める部分を除く。）、同条第百五十五号を同条第百五十一号とし、

同号の次に一号を加える改正規定（同条第百五十五号を同条第百五十一号とする部分を除く。）、様式第一の記載要領第四号の表特定の

基金に対する負担金等の損金算入の特例の項の次に次のように加える改正規定、同表認定特定非営利活動法人に対する寄附金の損金算

入等の特例の項の改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例の項の次に次のように加

える改正規定並びに次条第三項の規定　新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して金融の機能の強化及

び安定の確保を図るための銀行法等の一部を改正する法律（令和三年法律第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第八

号に規定する適用額明細書をいう。以下同じ。）は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない

社団等を含む。以下同じ。）の令和三年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（同法第二条第十二号の七の

二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（同項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下同じ

。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事

業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第十四号、第三十五号、第七十一号、第九十七号、第百十八号及び第百五十四号の規定並びに新規則様式第一（記載要領

第四号の表事業適応設備を取得した場合等の特別償却の項、事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除の項、中小企業事業再

編投資損失準備金の項及び認定事業適応法人の欠損金の損金算入の特例の項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表事

業適応設備を取得した場合等の特別償却の項、事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除の項、中小企業事業再編投資損失準

備金の項及び認定事業適応連結法人の連結欠損金の損金算入の特例の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条第一号

に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適

用する。

３　新規則第二条第六十九号及び第百五十二号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表特定投資運用業者の役員に対する業績連

動給与の損金算入の特例の項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表連結法人である特定投資運用業者の役員に対する

業績連動給与の損金算入の特例の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条第二号に定める日以後に終了する事業年度

に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（令和四年三月三一日財務省令第二九号）

（施行期日）

第一条　この省令は、令和四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第四条第一項に二号を加える改正規定（第九号に係る部分に限る。）及び次条第二項の規定　令和五年四月一日

二　第四条第二項第七号の改正規定（「第六十八条の二十四」の下に「、第六十八条の二十五」を加える部分に限る。）　環境と調和のと

れた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和四年法律第　　　号）の施行の日

三　第四条第二項第七号の改正規定（「、第六十八条の三十五、第六十八条の三十六」を「から第六十八条の三十六まで」に改める部分

に限る。）　農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和四年法律第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省

令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（所得税法等の一部を改正する法律（令和二年法律第八号。以下

「令和二年改正法」という。）第三条の規定による改正前の法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の

同日以後に終了する連結事業年度（令和二年改正法附則第百四十一条の規定による改正前の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する

法律（平成二十二年法律第八号）第二条第一項第六号に規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）に係る法人税の申告について適用し、

法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、な

お従前の例による。

２　新規則第四条第一項第九号の規定は、法人の令和五年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（令和四年四月一五日財務省令第四一号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第百十五号ホの改正規定（「第六十八条の二十四」の下に「、第六十八条の二十五」を加える部分に限る。）、同条第百三号を

同条第百五号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第百三号を同条第百五号とする部分を除く。）、様式第一の記載要領第四号

の表共同利用施設の特別償却の項の次に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表共同利用施設の特別償却の項の

次に次のように加える改正規定並びに次条第二項及び第五項の規定　環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事

業活動の促進等に関する法律（令和四年法律第　　　号）の施行の日

二　第二条第二十六号を同条第二十四号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第二十六号を同条第二十四号とする部分を除く。）

、同条第百十五号ホの改正規定（「、第六十八条の三十三、第六十八条の三十五又は第六十八条の三十六」を「又は第六十八条の三十

三から第六十八条の三十六まで」に改める部分に限る。）、同条第百九号を同条第百十号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条

第百九号を同条第百十号とする部分を除く。）、様式第一の記載要領第四号の表事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等

の割増償却の項の次に次のように加える改正規定及び様式第二の記載要領第四号の表事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進

機械等の割増償却の項の次に次のように加える改正規定並びに次条第三項の規定　農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の

一部を改正する法律（令和四年法律第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定並びに新規則様式第一及び様式第二による適用額明細書（所得税法等の一部を改正する法律（令和二年法律第八号。以下「令

和二年改正法」という。）附則第百四十一条の規定による改正前の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第八号

に規定する適用額明細書をいう。以下同じ。）は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社

団等を含む。以下同じ。）の令和四年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（令和二年改正法第三条の規定

による改正前の法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。以下同じ。）の同日以後に終了する連結事業年度（同項第

六号に規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税

の申告及び連結法人の同日前に終了した連結事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第二十一号及び第百六号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表環境負荷低減事業活動用資産等の特別償却の

項に係る部分に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表環境負荷低減事業活動用資産等の特別償却の項に係る部分に限る。）による適

用額明細書は、法人の前条第一号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年

度に係る法人税の申告について適用する。

３　新規則第二条第二十五号及び第百十一号の規定並びに新規則様式第一（記載要領第四号の表輸出事業用資産の割増償却の項に係る部分

に限る。）及び様式第二（記載要領第四号の表輸出事業用資産の割増償却の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条第

二号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告及び連結法人の同日以後に終了する連結事業年度に係る法人税の申告につい

て適用する。

４　この省令の施行の日から前条第一号に定める日の前日までの間における新規則第二条の規定の適用については、同条第二十一号中「措

置法第四十四条の四第一項又は第二項の規定　これらの規定に規定する特別償却限度額」とあるのは「削除」と、同条第八十二号中「第

二十六号」とあるのは「第二十一号、第二十六号」と、同号の表第三号から第二十五号まで、第二十七号、第二十九号、第三十号（イ及

びロを除く。）及び第三十一号の項中「第三号から第二十五号まで」とあるのは「第三号から第二十号まで、第二十二号から第二十四号

まで」とする。

５　前条第一号に定める日から同条第二号に定める日の前日までの間における新規則第二条の規定の適用については、同条第八十二号の表

第三号から第二十五号まで、第二十七号、第二十九号、第三十号（イ及びロを除く。）及び第三十一号の項中「第二十五号」とあるのは、

「第二十四号」とする。

附　則　（令和五年三月三一日財務省令第二三号）

１　この省令は、令和五年四月一日から施行する。

２　改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則第二条及び第四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三

十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の

申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（所得税法等の一部を改正する法律（令和二年

法律第八号。以下「令和二年改正法」という。）第三条の規定による改正前の法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をい

う。）の同日前に終了した連結事業年度（令和二年改正法附則第百四十一条の規定による改正前の租税特別措置の適用状況の透明化等に

関する法律第二条第一項第六号に規定する連結事業年度をいう。）に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

附　則　（令和五年四月一四日財務省令第三六号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、様式第一の記載要領第四号の表特定船舶の特別償却の項の改正規定及び次条第二項

の規定は、海上運送法等の一部を改正する法律（令和五年法律第　　　号）附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日から施行する。

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

三条第二項及び第三項の規定並びに新規則別記様式による適用額明細書（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項

第七号に規定する適用額明細書をいう。以下同じ。）は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格の

ない社団等を含む。以下同じ。）の令和五年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了

した事業年度に係る法人税の申告及び連結法人（所得税法等の一部を改正する法律（令和二年法律第八号。以下「令和二年改正法」とい

う。）第三条の規定による改正前の法人税法第二条第十二号の七の二に規定する連結法人をいう。）の同日前に終了した連結事業年度（令

和二年改正法附則第百四十一条の規定による改正前の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第六号に規定する連

結事業年度をいう。）に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則別記様式（記載要領第四号の表特定船舶の特別償却の項に係る部分に限る。）による適用額明細書は、法人の前条ただし書に規

定する日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告について

は、なお従前の例による。

附　則　（令和六年三月三〇日財務省令第二六号）

（施行期日）

第一条　この省令は、令和六年四月一日から施行する。ただし、第四条第一項第五号を同項第三号とし、同号の次に二号を加える改正規定

（第五号に係る部分に限る。）及び次条第二項の規定は、令和七年四月一日から施行する。
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（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

四条の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下同じ。）のこの省

令の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る法人税の申告につい

ては、なお従前の例による。

２　新規則第四条第一項第五号の規定は、法人の令和七年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用する。

附　則　（令和六年四月一二日財務省令第三八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条第十四号の改正規定及び別記様式の記載要領第四号の表中小企業事業再編投資損失準備金の項の改正規定並びに次条第二項の

規定　新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律（令和六年法律第　　　号）の

施行の日

二　第二条第二十一号を同条第二十号とし、同号の次に一号を加える改正規定（同条第二十一号を同条第二十号とする部分を除く。）及

び別記様式の記載要領第四号の表環境負荷低減事業活動用資産等の特別償却の項の次に次のように加える改正規定並びに次条第三項の

規定　農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（令和六年法律第　　　号）の施行の日

（経過措置）

第二条　別段の定めがあるものを除き、改正後の租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則（以下「新規則」という。）第

二条の規定及び新規則別記様式による適用額明細書（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第二条第一項第七号に規定する適

用額明細書をいう。以下同じ。）は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。

以下同じ。）の令和六年四月一日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了した事業年度に係る

法人税の申告については、なお従前の例による。

２　新規則第二条第十四号の規定及び新規則別記様式（記載要領第四号の表中小企業事業再編投資損失準備金の項に係る部分に限る。）に

よる適用額明細書は、法人の前条第一号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用し、法人の同日前に終了し

た事業年度に係る法人税の申告については、なお従前の例による。

３　新規則第二条第二十一号の規定及び新規則別記様式（記載要領第四号の表生産方式革新事業活動用資産等の特別償却の項に係る部分に

限る。）による適用額明細書は、法人の前条第二号に定める日以後に終了する事業年度に係る法人税の申告について適用する。

４　この省令の施行の日から前条第一号に定める日の前日までの間における新規則別記様式による適用額明細書の適用については、同様式

の 記 載 要 領 第 四 号 の 表 事 業 適 応 設 備 を 取 得 し た 場 合 等 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除 の 項 中

「

第４２条の１２の７第６項 ００６６９ 法規別表六（二十六）「４３」の欄の金額

第４２条の１２の７第７項 ００７０３ 法規別表六（二十七）「１８」の欄の金額

第４２条の１２の７第８項 ００７０４ 法規別表六（二十七）「２３」の欄の金額

第４２条の１２の７第１０項 ００７０５ 法規別表六（二十七）「２８」の欄の金額

第４２条の１２の７第１１項 ００７０６ 法規別表六（二十七）「３３」の欄の金額

」 と あ る の は 、

「

第４２条の１２の７第６項 ００６６９ 法規別表六（二十六）「４３」の欄の金額

」とする。
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別記様式

別記様式 

自    年  月  日 至    年  月  日 事業年度分の適用額明細書 

納 税 地   

税

務

署

処

理

欄 

  

法 人 名   

法人番号   

事業種目 
  業種

番号 

  

期末現在の資

本金の額又は

出資金の額 

円 

所得金額又は

欠損金額 

  

租 税 特 別 措 置 法 の 条 項 区分番号 適 用 額 

第  条  第  項第  号   円 

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

第  条  第  項第  号     

(用紙の大きさは、日本産業規格A4)  

記載要領 

 1 この様式は、法人が各事業年度の所得に対する法人税につき法人税関係特別措置の適

用を受ける場合に記載すること。 

 2 「事業種目」の欄は、法人の行う主たる事業の属する業種について、次の表の事業種
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目の欄に掲げる事業種目を記載し、「業種番号」の欄は、当該事業種目に対応した同表

の業種番号の欄に掲げる番号を記載すること。 

事 業 種 目 
業種

番号 
事 業 種 目 

業種

番号 
事 業 種 目 

業種

番号 

食料品製造業 01 金属製品製造業 20 飲食料品小売業 41 

製糸、紡績、ねん糸業 02 機械製造業 21 織物小売業 42 

織物業 03 
産業用電気機械器具製

造業 
22 

衣服、身の回り品小売

業 
43 

ニット製造業 04 
民生用電気機械器具電

球製造業 
23 

家具、建具、じゅう器

小売業 
44 

染色整理業 05 通信機械器具製造業 24 医薬品、化粧品小売業 45 

その他の繊維工業 06 輸送用機械器具製造業 25 百貨店 46 

衣服、その他の繊維製

品製造業 
07 

理化学機械器具等製造

業 
26 

趣味・娯楽用品等小売

業 
47 

木材、木製品製造業 08 光学機械器具等製造業 27 その他の小売業 49 

家具、装備品製造業 09 時計、同部品製造業 28 総合建設業 51 

パルプ、紙、紙製品製

造業 
10 その他の製造業 29 職別建設業 52 

新聞業、出版業又は印

刷業 
11 飲食料品卸売業 31 鉄道業 61 

化学工業 12 繊維品卸売業 32 道路旅客運送業 62 

石油製品製造業 13 建築材料卸売業 33 道路貨物運送業 63 

石炭製品製造業 14 
家具、建具、じゅう器

卸売業 
34 水運業 64 

ゴム製品製造業 15 医薬品、化粧品卸売業 35 倉庫業 65 

皮革、同製品製造業 16 機械器具卸売業 36 
放送業、電信業又は電

話業 
66 

窯業又は土石製品製造

業 
17 鉱物、金属材料卸売業 37 電気供給業 67 

鉄鋼業 18 貿易業 38 ガス業又は熱供給業 68 
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非鉄金属製造業 19 その他の卸売業 39 
その他の運輸業、運輸
附帯サービス業又は水
道業 

69 

対個人サービス業 71 料理・飲食店業 78 非金属鉱業 86 

対事業所サービス業 72 旅館業 79 銀行、信託業 87 

映画業 73 農林業 81 その他の金融業 88 

娯楽業 74 漁業又は水産養殖業 82 証券、商品取引業 89 

その他のサービス業 75 金属鉱業 83 保険、保険サービス業 90 

自動車修理業 76 石炭鉱業 
84 

 
不動産業 91 

その他の修理業 77 原油・天然ガス鉱業 85 その他の産業 99 

 3 「所得金額又は欠損金額」の欄は、法人の法人税法施行規則(昭和40年大蔵省令第12

号。以下この記載要領において「法規」という。)別表一「1」の欄の金額又は法規別表

一の二「1」及び「21」の欄の金額の合計額を記載すること。 

 4 「租税特別措置法の条項」の欄は、法人が適用を受ける法人税関係特別措置の次の表

の租税特別措置法の条項の欄に掲げる条項を記載すること。この場合において、「区分

番号」の欄には当該条項の区分に応じ同表の区分番号の欄に掲げる番号を、「適用額」

の欄には当該条項の区分に応じ同表の適用額の欄に掲げる金額をそれぞれ記載するこ

と。 

法人税関係特別措置 租税特別措置法の条項 区分番号 適用額 

中小企業者等の法

人税率の特例 

第42条の3の2第1項の表

の第1号 

00380 法規別表一「26」の欄の金

額又は法規別表一の二「12」

及び「31」の欄の金額の合

計額 

第42条の3の2第1項の表

の第2号 

00381 法規別表一「26」の欄の金

額 

第42条の3の2第1項の表

の第3号 

00382 

第42条の3の2第1項の表

の第4号 

00383 

第42条の3の2第2項 00384 

試験研究を行った

場合の法人税額の

特別控除 

第42条の4第1項 00688 法規別表六(九)「23」の欄

の金額 

第42条の4第4項 00689 法規別表六(十)「20」の欄

の金額 
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 第42条の4第7項 00639 法規別表六(十二)「11」の

欄の金額 

第42条の4第13項 00675 法規別表六(十四)「14」の

欄の金額 

第42条の4第18項におい

て準用する同条第13項 

00676 法規別表六(十四)「28」の

欄の金額 

中小企業者等が機

械等を取得した場

合の特別償却 

第42条の6第1項第1号(償

却費) 

00031 法規別表十六(一)「32」の

欄、別表十六(二)「36」の

欄、別表十六(三)「32」の

欄又は別表十六(五)「30」

の欄(以下この表において

「特別償却限度額の欄」と

いう。)の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の6第1項第1号) 

00032 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第42条の6第1項第2号(償

却費) 

00690 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の6第1項第2号) 

00691 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第42条の6第1項第3号(償

却費) 

00034 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の6第1項第3号) 

00035 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第42条の6第1項第4号(償

却費) 

00037 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の6第1項第4号) 

00038 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第42条の6第1項第5号(償

却費) 

00040 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の6第1項第5号) 

00041 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

中小企業者等が機

械等を取得した場

合の法人税額の特

別控除 

第42条の6第2項 00043 法規別表六(十五)「16」の

欄の金額 

第42条の6第3項 00044 法規別表六(十五)「21」の

欄の金額 

沖縄の観光地形成

促進地域において

工業用機械等を取

得した場合の法人

税額の特別控除 

第42条の9第1項の表の第

1号 

00493 法規別表六(十六)「18」の

欄の金額 

21



沖縄の情報通信産

業振興地域におい

て工業用機械等を

取得した場合の法

人税額の特別控除 

第42条の9第1項の表の第

2号 

00494 法規別表六(十六)「18」の

欄の金額 

沖 縄 の 産業 イ ノ

ベーション促進地

域において工業用

機械等を取得した

場合の法人税額の

特別控除 

第42条の9第1項の表の第

3号 

00495 法規別表六(十六)「18」の

欄の金額 

沖縄の国際物流拠

点産業集積地域に

おいて工業用機械

等を取得した場合

の法人税額の特別

控除 

第42条の9第1項の表の第

4号 

00496 法規別表六(十六)「18」の

欄の金額 

沖縄の経済金融活

性化特別地区にお

いて工業用機械等

を取得した場合の

法人税額の特別控

除 

第42条の9第1項の表の第

5号 

00497 法規別表六(十六)「18」の

欄の金額 

沖縄の特定地域に

おいて工業用機械

等を取得した場合

の法人税額の特別

控除 

第42条の9第2項(同条第1

項の表の第1号から第5号

まで) 

00411 法規別表六(十六)「23」の

欄の金額 

国家戦略特別区域

において機械等を

取得した場合の特

別償却 

第42条の10第1項(償却

費) 

00622 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00623 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

国家戦略特別区域

において機械等を

取得した場合の法

人税額の特別控除 

第42条の10第2項 00507 法規別表六(十七)「25」の

欄の金額 

国際戦略総合特別

区域において機械

等を取得した場合

の特別償却 

第42条の11第1項(償却

費) 

00298 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00299 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

国際戦略総合特別

区域において機械

等を取得した場合

の法人税額の特別

控除 

第42条の11第2項 00301 法規別表六(十八)「25」の

欄の金額 
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地域経済牽引事業

の促進区域内にお

いて特定事業用機

械等を取得した場

合の特別償却 

第42条の11の2第1項(償

却費) 

00597 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00598 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

地域経済牽引事業

の促進区域内にお

いて特定事業用機

械等を取得した場

合の法人税額の特

別控除 

第42条の11の2第2項 00599 法規別表六(十九)「20」の

欄の金額 

地方活力向上地域

等において特定建

物等を取得した場

合の特別償却 

第42条の11の3第1項(償

却費) 

00568 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00569 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

地方活力向上地域

等において特定建

物等を取得した場

合の法人税額の特

別控除 

第42条の11の3第2項 00570 法規別表六(二十)「18」の

欄の金額 

地方活力向上地域

等において雇用者

の数が増加した場

合の法人税額の特

別控除 

第42条の12第1項 00624 法規別表六(二十一)「23」

の欄の金額 

第42条の12第2項 00625 法規別表六(二十一)「29」

の欄の金額 

認定地方公共団体

の寄附活用事業に

関連する寄附をし

た場合の法人税額

の特別控除 

第42条の12の2第1項 00652 法規別表六(二十二)「10」

の欄の金額 

中小企業者等が特

定経営力向上設備

等を取得した場合

の特別償却 

第42条の12の4第1項(償

却費) 

00601 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00602 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

中小企業者等が特

定経営力向上設備

等を取得した場合

の法人税額の特別

控除 

第42条の12の4第2項 00603 法規別表六(二十三)「17」

の欄の金額 

第42条の12の4第3項 00604 法規別表六(二十三)「22」

の欄の金額 

けん 

けん 
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給与等の支給額が

増加した場合の法

人税額の特別控除 

所得税法等の一部を改正

する法律(令和6年法律第

8号)第13条の規定による

改正前の租税特別措置法

(以下この表において「令

和6年旧措置法」という。)

第42条の12の5第1項 

00677 法規別表六(二十四)「45」

の欄の金額 

令和6年旧措置法第42条

の12の5第2項 

00678 

第42条の12の5第1項 00699 

第42条の12の5第2項 00700 

第42条の12の5第3項 00701 

第42条の12の5第4項 00702 法規別表六(二十四)「50」

の欄の金額 

認定特定高度情報

通信技術活用設備

を取得した場合の

特別償却 

第42条の12の6第1項(償

却費) 

00653 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00654 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

認定特定高度情報

通信技術活用設備

を取得した場合の

法人税額の特別控

除 

第42条の12の6第2項 00655 法規別表六(二十五)「20」

の欄の金額 

事業適応設備を取

得した場合等の特

別償却 

第42条の12の7第1項(償

却費) 

00661 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の12の7第1項) 

00662 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第42条の12の7第2項(償

却費) 

00663 法規別表十六(六)「8」の欄

の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の12の7第2項) 

00664 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第42条の12の7第3項(償

却費) 

00665 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

2条の12の7第3項) 

00666 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

事業適応設備を取

得した場合等の法

人税額の特別控除 

第42条の12の7第4項 00667 法規別表六(二十六)「21」

の欄の金額 

第42条の12の7第5項 00668 法規別表六(二十六)「28」

の欄の金額 

第42条の12の7第6項 00669 法規別表六(二十六)「43」

の欄の金額 
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第42条の12の7第7項 00703 法規別表六(二十七)「18」

の欄の金額 

第42条の12の7第8項 00704 法規別表六(二十七)「23」

の欄の金額 

第42条の12の7第10項 00705 法規別表六(二十七)「28」

の欄の金額 

第42条の12の7第11項 00706 法規別表六(二十七)「33」

の欄の金額 

特定船舶の特別償

却 

所得税法等の一部を改正

する法律(令和5年法律第

3号)第10条の規定による

改正前の租税特別措置法

(以下この表において「令

和5年旧措置法」という。)

第43条第1項第1号(償却

費) 

00640 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(令

和5年旧措置法第43条第1

項第1号) 

00641 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

令和5年旧措置法第43条

第1項第2号(償却費) 

00642 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(令

和5年旧措置法第43条第1

項第2号) 

00643 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第43条第1項第1号(償却

費) 

00692 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第

43条第1項第1号) 

00693 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第43条第1項第2号(償却

費) 

00694 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第

43条第1項第2号) 

00695 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第43条第1項第3号(償却

費) 

00696 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第

43条第1項第3号) 

00697 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第43条第1項第4号(償却

費) 

00644 特別償却限度額の欄の金額 
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第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第

43条第1項第4号) 

00645 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

被災代替資産等の

特別償却 

第43条の2第1項の表の第

1号(償却費) 

00608 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

3条の2第1項の表の第1

号) 

00609 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第43条の2第1項の表の第

2号(償却費) 

00610 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

3条の2第1項の表の第2

号) 

00611 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

関西文化学術研究

都市の文化学術研

究地区における文

化学術研究施設の

特別償却 

第44条第1項(償却費) 00310 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00311 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

特定事業継続力強

化設備等の特別償

却 

第44条の2第1項(償却費) 00646 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00647 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

共同利用施設の特

別償却 

第44条の3第1項(償却費) 00313 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00314 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

環境負荷低減事業

活動用資産等の特

別償却 

第44条の4第1項(償却費) 00679 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

4条の4第1項) 

00680 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第44条の4第2項(償却費) 00681 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

4条の4第2項) 

00682 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

生産方式革新事業

活動用資産等の特

別償却 

第44条の5第1項第1号(償

却費) 

00707 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

4条の5第1項第1号) 

00708 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第44条の5第1項第2号(償

却費) 

00709 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

4条の5第1項第2号) 

00710 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 
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沖 縄 の 産業 イ ノ

ベーション促進地

域において工業用

機械等を取得した

場合の特別償却 

第45条第1項の表の第1号

(償却費) 

00527 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00528 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

沖縄の国際物流拠

点産業集積地域に

おいて工業用機械

等を取得した場合

の特別償却 

第45条第1項の表の第2号

(償却費) 

00530 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00531 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

沖縄の経済金融活

性化特別地区にお

いて工業用機械等

を取得した場合の

特別償却 

第45条第1項の表の第3号

(償却費) 

00533 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00534 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

沖縄の離島におけ

る旅館業用建物等

の特別償却 

第45条第2項(償却費) 00135 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00136 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

特定地域における

産業振興機械等の

割増償却 

第45条第3項の表の第1号

(償却費) 

00670 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

5条第3項の表の第1号) 

00671 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第45条第3項の表の第2号

(償却費) 

00573 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

5条第3項の表の第2号) 

00574 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第45条第3項の表の第3号

(償却費) 

00560 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

5条第3項の表の第3号) 

00561 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

令和6年旧措置法第45条

第3項の表の第4号(償却

費) 

00536 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(令

和6年旧措置法第45条第3

項の表の第4号) 

00537 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

医療用機器等の特

別償却 

第45条の2第1項(償却費) 00331 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

5条の2第1項) 

00332 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第45条の2第2項(償却費) 00648 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

5条の2第2項) 

00649 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 
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第45条の2第3項(償却費) 00650 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

5条の2第3項) 

00651 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

事業再編計画の認

定を受けた場合の

事業再編促進機械

等の割増償却 

令和6年旧措置法第46条

第1項(償却費) 

00612 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00613 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

輸出事業用資産の

割増償却 

第46条第1項(償却費) 00683 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00684 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

特定都市再生建築

物の割増償却 

第47条第1項(償却費)(同

条第3項第1号) 

00466 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

7条第3項第1号) 

00467 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

第47条第1項又は所得税

法等の一部を改正する法

律(平成31年法律第6号)

第11条の規定による改正

前の租税特別措置法(以

下この表において「平成3

1年旧措置法」という。)

第47条の2第1項(償却費)

(第47条第3項第2号又は

平成31年旧措置法第47条

の2第3項第1号ロ) 

00469 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金)(第4

7条第3項第2号又は平成3

1年旧措置法第47条の2第

3項第1号ロ) 

00470 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

倉庫用建物等の割

増償却 

第48条第1項(償却費) 00592 特別償却限度額の欄の金額 

第52条の3第1項又は第11

項(特別償却準備金) 

00593 法規別表十六(九)「8」の欄

の金額 

特別償却不足額が

ある場合の償却限

度額の計算の特例 

第52条の2第1項(特別償

却不足額)又は第4項(合

併等特別償却不足額) 

00187 法規別表十六(一)「33」の

欄、別表十六(二)「37」の

欄、別表十六(三)「33」の

欄若しくは別表十六(五)「3

1」の欄の金額(これらの欄

に内書として記載した金額

がある場合には、当該金額

を控除した金額)又は法規

別表十六(六)「9」の欄の金

額 
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準備金方式による

特別償却(特別償却

準備金積立不足額) 

第52条の3第2項、第3項又

は第12項 

00581 法規別表十六(九)「9」の欄

の金額(同欄に内書として

記載した金額がある場合に

は、当該金額を控除した金

額) 

海外投資等損失準

備金 

第55条第1項又は第8項

(同条第1項第1号) 

00188 法規別表十二(一)「16」の

欄の金額 

第55条第1項又は第8項

(同条第1項第2号) 

00189 

第55条第1項又は第8項

(同条第1項第3号) 

00190 

第55条第1項又は第8項

(同条第1項第4号) 

00191 

中小企業事業再編

投資損失準備金 

第56条第1項の表の第1号 00672 法規別表十二(二)「15」の

欄の金額 第56条第1項の表の第2号 00711 

特定原子力施設炉

心等除去準備金 

第57条の4第1項 00614 法規別表十二(八)「9」の欄

の金額 

保険会社等の異常

危険準備金 

第57条の5第1項又は第12

項 

00198 法規別表十二(九)「7」の欄

の金額(当該金額が同表「1

0」の欄の金額を超える場合

には、同欄の金額) 

原子力保険又は地

震保険に係る異常

危険準備金 

第57条の6第1項又は第8

項 

00199 法規別表十二(九)「7」の欄

の金額(当該金額が同表「1

0」の欄の金額を超える場合

には、同欄の金額) 

関西国際空港用地

整備準備金 

第57条の7第1項 00421 法規別表十二(十)「15」の

欄の金額 

中部国際空港整備

準備金 

第57条の7の2第1項 00481 法規別表十二(十一)「10」

の欄の金額 

特定船舶に係る特

別修繕準備金 

第57条の8第1項又は第9

項 

00391 法規別表十二(十二)「9」の

欄の金額(当該金額が同表

「15」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 

探鉱準備金又は海

外探鉱準備金 

第58条第1項又は第8項 00203 法規別表十(三)「16」の欄

の金額 第58条第2項 00482 

新鉱床探鉱費又は

海外新鉱床探鉱費

の特別控除 

第59条第1項 00205 法規別表十(三)「43」の欄

の金額 第59条第2項 00483 

対外船舶運航事業

を営む法人の日本

船舶による収入金

額の課税の特例 

第59条の2第1項 00484 法規別表十(四)「20」の欄

の金額 

沖縄の情報通信産

業特別地区におけ

る認定法人の課税

の特例 

第60条第1項の表の第1号 00208 法規別表十(一)「9」の欄の

金額 
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沖縄の国際物流拠

点産業集積地域に

おける認定法人の

課税の特例 

第60条第1項の表の第2号 00425 法規別表十(一)「9」の欄の

金額 

沖縄の経済金融活

性化特別地区にお

ける認定法人の課

税の特例 

第60条第2項 00544 法規別表十(一)「13」の欄

の金額 

国家戦略特別区域

における指定法人

の課税の特例 

第61条第1項 00594 法規別表十(二)「8」の欄の

金額 

農業経営基盤強化

準備金 

第61条の2第1項 00354 法規別表十二(十三)「10」

の欄の金額 

農用地等を取得し

た場合の課税の特

例 

第61条の3第1項 00355 法規別表十二(十三)「43の

計」の欄の金額 

収用等に伴い代替

資産を取得した場

合等の課税の特例 

第64条第1項又は第9項 00356 法規別表十三(四)「25」の

欄の金額(当該金額が同表

「27」又は「30」の欄の金

額を超える場合には、これ

らの欄の金額) 

第64条の2第1項又は第2

項 

00357 法規別表十三(四)「33」の

欄の金額(当該金額が同表

「36」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 

第64条の2第7項において

準用する第64条第1項又

は第64条の2第8項におい

て準用する第64条第9項 

00545 法規別表十三(四)「25」の

欄の金額(当該金額が同表

「27」又は「30」の欄の金

額を超える場合には、これ

らの欄の金額) 

換地処分等に伴い

資産を取得した場

合の課税の特例 

第65条第1項又は第5項 00216 法規別表十三(四)「43」の

欄の金額(当該金額が同表

「49」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 

第65条第3項において準

用する第64条第1項又は

第9項 

00546 法規別表十三(四)「25」の

欄の金額(当該金額が同表

「27」又は「30」の欄の金

額を超える場合には、これ

らの欄の金額) 

第65条第3項において準

用する第64条の2第1項又

は第2項 

00547 法規別表十三(四)「33」の

欄の金額(当該金額が同表

「36」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 
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第65条第3項において準

用する第64条の2第7項に

おいて準用する第64条第

1項又は第65条第3項にお

いて準用する第64条の2

第8項において準用する

第64条第9項 

00548 法規別表十三(四)「25」の

欄の金額(当該金額が同表

「27」又は「30」の欄の金

額を超える場合には、これ

らの欄の金額) 

第65条第10項 00582 法規別表十四(六)「18」の

欄に「換地処分等」と記載

した資産の同表「14」の欄

の金額 

収用換地等の場合

の所得の特別控除 

第65条の2第1項、第2項若

しくは第7項又は租税特

別措置法施行令第39条の

3第6項 

00217 法規別表十(五)「22」の欄

の金額 

特定土地区画整理

事業等のために土

地等を譲渡した場

合の所得の特別控

除 

第65条の3第1項 00218 法規別表十(五)「37」の欄

の金額 

特定住宅地造成事

業等のために土地

等を譲渡した場合

の所得の特別控除 

第65条の4第1項 00358 法規別表十(五)「42」の欄

の金額 

農地保有の合理化

のために農地等を

譲渡した場合の所

得の特別控除 

第65条の5第1項 00220 法規別表十(五)「47」の欄

の金額 

特定の長期所有土

地等の所得の特別

控除 

第65条の5の2第1項 00221 法規別表十(五)「52」の欄

の金額 

特定の資産の買換

えの場合等の課税

の特例 

第65条の7第1項若しくは

第9項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第1号

イ又はロ) 

00549 法規別表十三(五)「20」の

欄の金額(当該金額が同表

「26」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 

第65条の7第1項若しくは

第9項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第1号

ハ) 

00550 

第65条の7第1項若しくは

第9項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第2

号) 

00363 
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第65条の7第1項若しくは

第9項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第3

号) 

00422 

第65条の7第1項若しくは

第9項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第4

号) 

00364 

第65条の8第1項若しくは

第2項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第1号

イ又はロ) 

00553 法規別表十三(五)「36」の

欄の金額(当該金額が同表

「38」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 

第65条の8第1項若しくは

第2項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第1号

ハ) 

00554 

第65条の8第1項若しくは

第2項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第2

号) 

00369 

第65条の8第1項若しくは

第2項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第3

号) 

00423 

第65条の8第1項若しくは

第2項又は第65条の9(第6

5条の7第1項の表の第4

号) 

00370 
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第65条の8第7項において

準用する第65条の7第1項

若しくは第65条の8第8項

において準用する第65条

の7第9項若しくは第65条

の9又は所得税法等の一

部を改正する等の法律

(平成29年法律第4号)第1

2条の規定による改正前

の租税特別措置法(以下

この表において「平成29

年旧措置法」という。)

第65条の8第7項において

準用する平成29年旧措置

法第65条の7第1項若しく

は平成29年旧措置法第65

条の8第8項において準用

する平成29年旧措置法第

65条の7第9項若しくは平

成29年旧措置法第65条の

9 

00557 法規別表十三(五)「20」の

欄の金額(当該金額が同表

「26」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額) 

特定の交換分合に

より土地等を取得

した場合の課税の

特例 

第65条の10第1項又は第4

項 

00260 法規別表十三(六)「13」の

欄の金額(当該金額が同表

「18」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額)又は

同表「20」の欄の金額(当該

金額が同表「25」の欄の金

額を超える場合には、同欄

の金額) 

特定普通財産とそ

の隣接する土地等

の交換の場合の課

税の特例 

第66条第1項又は第4項 00265 法規別表十三(七)「13」の

欄の金額(当該金額が同表

「18」の欄の金額を超える

場合には、同欄の金額)又は

同表「20」の欄の金額(当該

金額が同表「25」の欄の金

額を超える場合には、同欄

の金額) 

技術研究組合の所

得の計算の特例 

第66条の10第1項 00373 法規別表十三(八)「5」の欄

の金額(当該金額が同表「7」

の欄の金額を超える場合に

は、同欄の金額) 

特定の基金に対す

る負担金等の損金

算入の特例 

第66条の11第1項 00374 法規別表十(七)「27」の欄

の金額 
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特定投資運用業者

の役員に対する業

績連動給与の損金

算入の特例 

第66条の11の2第1項 00673 法規別表十(七)「31の計」

の欄の金額 

認定特定非営利活
動法人に対する寄
附金の損金算入等
の特例 

第66条の11の3第1項 00393 法規別表十四(二)「26」の
欄の金額 

第66条の11の3第2項(特
定非営利活動促進法(平
成10年法律第7号)第2条
第3項に規定する認定特
定非営利活動法人(以下
この表において「認定特
定非営利活動法人」とい
う。)) 

00394 法規別表十四(二)「42」の
欄の金額のうち「寄附先又
は受託者」の欄に認定特定
非営利活動法人の記載があ
るものの合計額 

第66条の11の3第2項(特
定非営利活動促進法第2
条第4項に規定する特例
認定特定非営利活動法人
(以下この表において「特
例認定特定非営利活動法
人」という。)) 

00424 法規別表十四(二)「42」の
欄の金額のうち「寄附先又
は受託者」の欄に特例認定
特定非営利活動法人の記載
があるものの合計額 

銀行等保有株式取
得機構の欠損金の
損金算入の特例 

第66条の11の4第1項 00686 法規別表七(一)「4」の欄の
金額のうち、当該事業年度
開始の日の10年前の日前に
開始した事業年度に係るも
のの合計額 

第66条の11の4第2項 00687 法規別表七(一)「4の計」の
欄の金額 

特定事業活動とし
て特別新事業開拓
事業者の株式の取
得をした場合の課
税の特例 

第66条の13第1項第1号 00656 法規別表十(六)「12」の欄
の金額 

第66条の13第1項第2号 00698 法規別表十(六)「13」の欄
の金額 

社会保険診療報酬
の所得の計算の特
例 

第67条第1項 00485 法規別表十(七)「6」の欄の
金額 

特定の医療法人の
法人税率の特例 

第67条の2第1項 00395 法規別表一「1」の欄の金額 

農地所有適格法人
の肉用牛の売却に
係る所得の課税の
特例 

第67条の3第1項 00376 法規別表十(七)「22」の欄
の金額 

転廃業助成金等に
係る課税の特例 

第67条の4第1項 00274 法規別表十三(九)「8」の欄
の金額(当該金額が同表「7」
の欄の金額を超える場合に
は、同欄の金額) 

第67条の4第2項又は第3
項 

00275 法規別表十三(九)「13」の
欄の金額(当該金額が同表
「15」の欄の金額を超える
場合には、同欄の金額) 
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第67条の4第4項又は第5
項 

00276 法規別表十三(九)「17」の
欄の金額(当該金額が同表
「18」の欄の金額を超える
場合には、同欄の金額) 

第67条の4第9項において
準用する同条第2項又は
同条第10項において準用
する同条第3項 

00559 法規別表十三(九)「13」の
欄の金額(当該金額が同表
「15」の欄の金額を超える
場合には、同欄の金額) 

中小企業者等の少
額減価償却資産の
取得価額の損金算
入の特例 

第67条の5第1項 00277 法規別表十六(七)「8」の欄
の金額 

特定株式投資信託
の収益の分配に係
る受取配当等の益
金不算入の特例 

第67条の6第1項 00278 法規別表八(一)「28」の欄
に「特定株式投信」と記載
した銘柄の同表「33」の欄
の金額の合計額 

保険会社の受取配
当等の益金不算入
の特例 

第67条の7第1項 00583 法規別表八(一)「4」の欄の
金額(同項に規定する保険
業を行うものが適用を受け
る金額に限る。) 

特定目的会社に係
る課税の特例 

第67条の14第1項 00396 法規別表十(八)「13」の欄
の金額 

投資法人に係る課
税の特例 

第67条の15第1項 00397 法規別表十(九)「11」の欄
の金額 

特定目的信託に係
る受託法人の課税
の特例 

第68条の3の2第1項 00398 法規別表十(十)「16」の欄
の金額 

特定投資信託に係
る受託法人の課税
の特例 

第68条の3の3第1項 00399 法規別表十(十)「33」の欄
の金額 

 5 前号の場合において、法人が、法人税申告書の記載事項及びこれに添付すべき書類の

記載事項のうち法規別表一及び別表一の二(以下この号において「別表一等」という。)

に定めるものの記載について、別表一等の書式に代え、特例別表(地方法人税法施行規

則(平成26年財務省令第22号)第10条第2項の規定により国税庁長官が同項に規定する記

載欄を付記した別表一等をいう。以下この号において同じ。)の書式によったときは、

前号の表の適用額の欄に規定する別表一等の各欄に相当する特例別表の各欄の金額を

「適用額」の欄に、それぞれ記載すること。 
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